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第１章 はじめに 

 

 総合科学技術・イノベーション会議 1-1)（以下「CSTI」という。）は、「イノベーション

に最も適した国」を創り上げていくための司令塔機能を強化する観点から、府省間の縦割

り排除、産学官の連携強化、基礎研究から出口までの迅速化のためのつなぎ等により直接

的に行動していくための予算として、平成 26 年度から、「科学技術イノベーション創造推

進費」（以下「推進費」という。）を調整費として新たに創設し、内閣府に計上してきてい

る。  

 国家的に重要な課題の解決を通じて、我が国産業にとって将来的に有望な市場を創造

し、日本経済の再生を果たしていくことが求められているなか、「戦略的イノベーション

創造プログラム」1-2)（以下「SIP」という。）は、各府省の取組を俯瞰しつつ、更にその

枠を超えたイノベーションを創造するべく、CSTI が、戦略的に鍵となる技術の開発等の

重要課題の解決のための取組に対して、推進費を原資として、府省の枠にとらわれず自ら

重点的に予算を配分するプログラムである。SIP 第２期は、当初計画を前倒しして、平成

29 年度補正予算により平成 30 年度から開始し、府省・産学官連携、出口戦略の明確化、

厳格なマネジメント等の優れた特徴を維持しつつ、国際標準化、ベンチャー支援等の制度

改革の取組をさらに強化したものである。  

 SIP 第２期において、CSTI は、取り組むべき課題として 12 分野を定めており、そのう

ちの一つである自動運転（システムとサービスの拡張）においては、自動運転に係る激し

い国際競争の中で世界に伍していくため、協調領域として取り組むべき世界最先端のコア

技術（信号・プローブ情報をはじめとする道路交通情報の収集発信などに関する技術等）

を確立し、一般道で自動運転を実現するための基盤を構築し、社会実装することを内容と

している。  

 

1.1 事業概要 

 

 「官民 ITS 構想・ロードマップ 2019」1-3)（令和元年６月７日高度情報通信ネットワー

ク社会推進戦略本部等決定）では、2020 年までに一般道でのレベル２の運転支援や高速

道路でのレベル３の自動運転の実現を、2025 年を目途に高速道路でのレベル４の自動運

転の実現を、それぞれ目指すことなどとされており、現在、こうした政府目標の実現に向

けて各種取組が推進されている。  

 自動運転技術・運転支援技術の実用化・普及に向けた社会の期待が高揚する中、自動運

転車及び運転支援車を円滑に社会実装するためには、社会的受容性を醸成する必要があ

る。「官民 ITS 構想・ロードマップ 2019」においても、「交通参加者においては、自動運

転車を利用する、しないに関わらず、自動運転車の使用に関する知識の習得、理解の向上

が必要となる。自動運転車に関する正しい知識を通じ、自動運転機能の過信や誤解による

事故を防ぐことができ、社会全体の社会的受容性の確保にもつながると期待される」など

とされている。  
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 本事業では、交通流シミュレーションを用いて、各モデル地域での自動運転及び運転支

援による交通事故削減効果を推計した上で地図上に図示するとともに、自動運転車及び運

転支援車の普及率に応じた全国での一般的な交通事故削減効果を推計し、社会的受容性の

醸成に資する成果物を得ることを目指す。また、将来における交通規制等の在り方の検討

にも資するよう、自動運転車及び運転支援車の普及後における、交通規制の種別ごと（速

度制限等）の一般的な交通事故削減効果を推計する。  

 

なお、自動運転車及び運転支援車の普及シナリオについては、別事業「戦略的イノベ

ーション創造プログラム（SIP）第２期／自動運転（システムとサービスの拡張）／自動

運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」（以下「自動運転による交通事

故低減等へのインパクトに関する研究」という。）から提供された。  

 

 本事業は、2019 年度から 2020 年度にかけて実施した。本事業全体の実施スケジュール

を図 1.1-1 に示す。  
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図 1.1-1 本事業の実施スケジュール   
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第２章 交通流シミュレーションの選定及び 

交通参加者の行動モデルの設定 

 

 本章では、令和元年度に本事業において実施した、選定した交通流シミュレーションの

概要や、シミュレーション上で設定した交通参加者の行動モデルについて説明する。  

 

2.1 交通流シミュレーション選定の考え方 

 

 より精度の高い交通事故削減効果を推計するためには、実際の交通流や交通事故を忠実

に再現することが可能なシミュレーションを選定する必要がある。  

一般的に、交通事故を再現するためのシミュレーションは、「事故場面特化型」シミュ

レーションと「交通環境再現型」シミュレーションに大別される。事故場面特化型シミュ

レーションは、実際の具体的な交通事故発生状況のデータを基に、個々の事故（特定の限

られた場所・時間が対象）をミクロ的にシナリオどおり忠実に再現するもので、既に市販

されている先進運転支援システム（Advanced Driver Assistance Systems：以下「ADAS」

という。）の製品開発にも活用されている。これに対し、交通環境再現型シミュレーショ

ンは、マクロ的な観点から実際の交通流や交通事故（あらゆる場所・時間が対象）を忠実

に再現するものである。本事業の目的は、自動運転車及び運転支援車の普及によるマクロ

的な交通事故削減効果を推計することであることから、交通環境再現型シミュレーション

を用いることが適当である。  

 また、より精度の高い交通事故削減効果を推計するためには、各交通参加者（ドライバ 

、歩行者等）の行動モデルを可能な限り忠実にシミュレーションに織り込むことが求めら

れる。すなわち、本事業で使用する交通環境再現型シミュレーションは、実際の交通環境

をより忠実に再現するため、ドライバ、歩行者等の各交通参加者が、知覚・認知、判断及

び操作を自律的に行う主体（エージェント）となり、相互の行動に影響し合うマルチエー

ジェント機能を有するものである必要がある。 

 以上を踏まえ、本事業では、マクロ的な交通環境の再現及び各交通参加者の行動モデル

の設定が可能な交通環境再現型シミュレーションとして、日本自動車研究所が平成 30 年

度「戦略的イノベーション創造プログラム（自動走行システム）：交通事故低減詳細効果

見積もりのためのシミュレーション技術の開発及び実証」 1-4)（以下「SIP 第１期事業」

という。）において開発した交通流シミュレーションを選定することとした。  

 

 本事業で選定した交通流シミュレーションの概要は図 2.1-1 のとおり。  
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図 2.1-1 本事業で選定した交通環境再現型シミュレーションの概要（イメージ）  

 

2.2 ドライバ行動モデル 

 

 本事業では、知覚・認知、判断、操作といったドライバの行動プロセスを踏まえて作成

したドライバ行動モデル（SIP 第１期事業で作成）を使用することとした（図 2.2-1 参

照）。「知覚・認知」に関しては、ドライバの視線の方向や、視野の範囲内に存在する車

両・歩行者の認知を模擬した。交通事故の原因の一つである脇見動作については、脇見を

行う時間の間隔や脇見の継続時間を設定することで再現した。また、「判断」に関して

は、先行車との相対速度や車間距離に応じた加減速等の判断を模擬した。さらに、「操

作」に関しては、判断の結果に基づいてアクセル・ブレーキ・ステアリングの操作を行う

よう模擬した。加えて、知覚・認知、判断及び操作の各プロセスにおいて、ドライバエラ

ーが一定の確率で発生するよう設定した。このほか、ドライバごとに、表 2.2-1 で示す各

属性のランクをランダムに発生させ、ドライバ属性のランクに応じた行動をシミュレーシ

ョン上で再現できるよう設定した。  
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図 2.2-1 ドライバ行動モデルの概要 

 

表 2.2-1 ドライバ属性の分類と概要  

ドライバ属性  ランク数  概要  

法遵守傾向  ３段階  自由走行時に規制速度を超過する程度等を表現 

運転スキル  ３段階  ペダル踏み替え時間等の運転操作の能力を表現  

情報処理能力  ３段階  周辺の状況を認知・把握する能力等を表現  

覚醒水準  ５段階  眠気、興奮、焦り、ぼんやりといった状態を表現  

システム信頼度  ３段階  自動運転システム・運転支援システムに対する信頼度

（過信・適正・不信）を表現  

 

2.3 歩行者行動モデル  

 

SIP 第１期事業の歩行者行動モデルでは、表 2.3-1 に示すように、歩行者事故の中で特

に死亡事故件数が多い「単路横断の歩行者飛び出し」2-1)のみを実装していた。これに対

し、本事業（SIP 第２期）の歩行者行動モデルでは、「単路横断の歩行者飛び出し」と同

程度に死亡事故件数が多い「交差点横断」2-2)を新たに追加した（表 2.3-1 参照）。歩行者

は、シミュレーション上、信号のある交差点では歩行者信号現示に従って行動するよう設

定した。  
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表 2.3-1 人対車両事故の発生件数（2015～2017 年の合計）  

 

 

 なお、歩行者の歩行速度及び交差点横断における歩行者の発生比率については、SIP 第

１期事業で用いた値（表 2.3-2 及び表 2.3-3 参照）を引き続き使用することとした。  

 

表 2.3-2 歩行者の歩行速度  

年齢層  歩行速度[m/s] 標準偏差[m/s] 

６～12 歳  1.339 0.107 

13～64 歳  1.358 0.093 

65 歳以上  1.337 0.104 

 

表 2.3-3 交差点横断における歩行者発生比率 [%] 

（人口統計の比率を基に設定）  

 

 

2.4 自転車行動モデル 

 

 本事業では、新たに自転車の行動モデルを追加した。ただし、現時点では、自転車の歩

道から車道への移動やふらつき運転等の挙動をモデル化することは困難であることから、

本事業では、自転車が交通事故の第２当事者となる場合のみを対象とした上で、特に交通

事故発生件数の多い出会い頭事故 2-3)、左折巻き込み事故及び右直事故をシミュレーショ

ン上で再現することとした。  

また、自転車の実際の走行速度に関する情報については、交通事故総合分析センター

（以下「ITARDA」という。）等のミクロな事故事例から得ることは困難であることから、

本事業では、既存の調査結果を参考としつつ仮定（設定）することとした。さらに、シミ

ュレーション上、自転車の走行中の速度については一定とした。  

なお、シミュレーション上、歩行者のパス（注）及び自転車のパスは、平行に別個の

ものとして設定することとした。ただし、歩行者の場合とは異なり、自転車は行動モデル

上、単路横断は行わない。  

（注）パス：交通参加者（車両・歩行者・自転車）が走行（移動）可能な領域。なお、本
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事業では、車両・歩行者・自転車のパスは、地図データ上別個に設定してい

る。 

 

自転車の実際の走行速度に関する既存の調査結果は下記のとおり。  

(1) 国土交通省による香川県高松市における自転車速度現地調査（2009）2-4) 

 

 国土交通省が 3,169 人を対象に実施した現地調査では、対象者を年齢別に幼児・児童

（10～14 歳）、学生（15～19 歳）、成人（20～64 歳）及び高齢者（65 歳以上）に分類した

上で、それぞれの分類について自転車の走行速度を調査した。その結果、幼児・児童（10

～14 歳）及び高齢者（65 歳以上）の走行速度の平均は約 11.4[km/h]である一方、学生

（15～19 歳）及び成人（20～64 歳）の走行速度の平均は約 14.6[km/h]であった。（図

2.4-1 参照）  

 

 

図 2.4-1 国土交通省が香川県高松市で実施した自転車速度調査の結果概要 

（我が国の自転車利用の実態把握 －自転車ネットワーク計画策定を見据えて－ 

土木技術資料 51-4 ７頁 から引用） 

 

(2) 自転車の走行空間等の違いによる旅行速度の差異に関する分析  

(国土技術政策総合研究所 山本 彰 土木計画学研究・講演集 Vol43 201105) 2-5) 

 

 上記研究によると、車道、細街路及び自転車道における旅行速度の平均はいずれも

14.5km/h 前後である一方、自歩道（注）では約 11.6km/h となっている。（表 2.4-1 参

照）  

（注）歩行者や自転車を自動車から分離して安全を確保するために設けられた道路  
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表 2.4-1 コース試験における自転車の旅行速度の比較 

（「自転車の走行空間等の違いによる旅行速度の差異に関する分析」6 頁から引用） 

 

 

 これらの既存の調査結果を踏まえ、本事業では、年齢層ごとの走行速度の調査結果及び

標準偏差が明らかとなっている上記（1）の調査結果を参照し、表 2.4-2 のとおり自転車

の走行速度を設定することとした。この値は、平均値と標準偏差の正規分布に従う確率変

数とする。  

 

表 2.4-2 本事業のシミュレーション上で設定する自転車の走行速度  

 走行速度  標準偏差  

年齢  [km/h] [m/sec] [km/h] [m/sec] 

10～14 歳  11.4 3.17 2.39 0.663 

15～64 歳  14.6 5.62 3.10 0.861 

65 歳以上  11.4 3.17 2.39 0.663 
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第３章 シミュレーションデータ及び地図データの作成  

 

 本章では、令和元年度に本事業において実施した、シミュレーションで再現する車両モ

デルとシミュレーションで対象とするモデル地域および交通環境情報ついて説明する。  

 なお、本報告の航空写真および地図は Google Map を使用。交通事故発生地点に関して

は各県警の事故発生マップを使用。シミュレーション実行用の電子地図情報は、SIP 第 1

期にて作成された地図情報を経済産業省より無償貸与いただき使用している。  

 

3.1 シミュレーションで再現する車両モデル等 

 

3.1.1 車両モデル 

 

 SIP 第１期事業では、道路交通センサスの自動車類交通量に基づき、大型車及び普通車

の車両モデル（計２種類）を設定してシミュレーションを実行した。他方、本事業（SIP

第２期）では、別事業「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」か

ら提供される自動運転車及び運転支援車の普及シナリオにおける対象車種（表 3.1.1-1 参

照）を踏まえた上で、対象車種及び各車種における車両モデルのパラメータを図 3.1.1-1

のとおり設定した。なお、本事業では、シミュレーションの処理に係る負荷を軽減するた

め、同一の車両区分の車種については全て同一のパラメータを使用することとした。  

 

表 3.1.1-1 「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」における  

普及シミュレーションの対象車種（同志社大学作成資料から抜粋）  
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図 3.1.1-1 本事業で設定した車両のパラメータ 

  

3.1.2 自動運転（運転支援）システムの機能の仕様 

 

 本事業における自動運転（運転支援）システムの機能の仕様（パラメータ）について

は、SIP 第１期事業で設定したパラメータ 3-1)（図 3.1.2-1 参照）を引き続き用いること

とした。  

 

 

図 3.1.2-1 自動運転（運転支援）システムの機能の仕様 
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3.1.3  レベル 3 における運転操作の引継ぎに関するシミュレーションの実行条件 

 

 レベル３における運転操作の引継ぎに関して、SIP 第１期事業では、日本自動車研究所

において仮定した設定（下記(1)参照）を基にシミュレーションを実行した。これに対し

て、本事業においての調査結果・研究結果を踏まえて条件を設定することとした（下記

(2)参照）。  

 

（1）SIP 第１期事業のシミュレーション実行条件（日本自動車研究所による仮定値）3-2) 

 SIP 第１期事業では、下記①及び②の条件を仮定してシミュレーションを実行した。  

 

①ドライバのシステムに対する信頼度  

 ドライバのシステムに対する信頼度（適正・過信・不信）をパラメータとして定義し

た。なお、SIP 第１期事業では、ドライバのシステムに対する信頼度は、「教育」、「訓

練」及び「HMI」の充実度によって変化するものと仮定しており、教育等の対策の有無に

応じて、下記の比率でドライバを発生させた。 

 

・教育等の対策あり：ドライバの 96[%]が適正、4[%]が過信、0[%]が不信  

・教育等の対策なし：ドライバの 10[%]が適正、57[%]が過信、33[%]が不信  

 

②レベル３における運転操作の引継ぎに関するシステムの仕様（図 3.1.3-1 参照）  

 レベル３の自動運転では、運行設計領域（Operational Design Domain：以下「ODD」と

いう。）内においては、自動運転システムが運転操作を行うことから、SIP 第１期事業で

は、ドライバが下記のとおり対応するものと仮定した上でシミュレーション上に設定し

た。  

a)ODD 外から ODD 内に入る場合（ドライバ→自動運転システム）  

・不信状態のドライバは、50[%]の確率で手動運転を継続し、50[%]の確率で自動運転シス

テムに運転操作を引き継ぐよう設定した。  

・適正状態又は過信状態のドライバは、自動運転システムに運転操作を引き継ぐよう設定

した。  

b)ODD 内から ODD 外に出る場合（自動運転システム→ドライバ）  

自動運転システムからドライバに対する運転操作の引継ぎ要請（Take Over Request：以

下「TOR」という。）は、ODD 外となる 10 秒前に発報するよう設定した。  

・適正状態又は不信状態のドライバは、通常の反応時間（平均 2[s]、標準偏差 1[s]）で

運転操作を引き継ぎ、手動運転へ切り替えるよう設定した。  

・過信状態のドライバは、通常よりも遅い反応時間（平均 5[s]、標準偏差 4[s]）で運転

操作を引き継ぎ、手動運転へ切り替えるよう設定した。  
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図 3.1.3-1 SIP 第 1 期事業における運転操作引継ぎのモデル（イメージ）  

 

（2）本事業（SIP 第２期）におけるシミュレーションの実行条件  

 すでに実用化されている、レベル２運転支援車両のドライバに対する調査・研究を参考

に設定した。なお、今後の国内外における調査・研究の実施状況等を踏まえ、必要に応じ

てパラメータの見直しを検討することとしている。  

 

① ドライバのシステムに対する信頼度  

米国のアイオワ大学が、米国の非営利団体「AAA 交通安全財団」3-3)から委託を受けて実

施した「Vehicle Owners' Experiences with and Reactions to Advanced Driver 

Assistance Systems（先進運転支援システムに対する自動車所有者の経験と反応）」 3-4)で

は、10,000 人を対象に実施したアンケート調査（回答 1,380 人）の結果が取りまとめら

れ、先進運転支援システムに対する過信については、機能ごとに下記のとおり報告されて

いる。  

 

・ACC（アダプティブ・クルーズ・コントロール）：29[%]が運転以外の行為（セカンドタ

スク）をすることがある。  

・BSM（死角モニタリング）：30[%]が死角を目視せずに進路変更を行うことがある。  

・RCTA（後退時車両検知警報）：25[%]が後方を目視せずにバックするすることがある。  

 

 上記の調査結果を参考としてレベル３において自動運転システムから運転操作の引継ぎ

要請がなされた際の過信ドライバの発生割合を 30[%]と仮定した。  

 

② レベル３における運転操作の引継ぎに関するシステムの仕様 

a)自動運転システムからの引継ぎ要請は、SIP 第１期と同様に、ODD 外となる 10 秒前にな

されるものと仮定した。 

b)過信ドライバに対しては、自動運転システムから運転操作を引き継がず、その結果、全

ての場合でミニマル・リスク・マヌーバー（Minimal Risk Maneuver、以下「MRM」とい

う。）が引継ぎ要請の発令後 10 秒後に作動するよう設定した。MRM では、操舵角一定で急

ブレーキとならない減速度（2.94[m/s2]）3-5）， 3-6）で減速・停止するよう設定した。  
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3.2 シミュレーションで再現するモデル地域  

 

 本事業では、代表的なモデル地域を選定し、それらのモデル地域を対象にシミュレーシ

ョンを実行した上で、当該シミュレーション結果を基に、全国規模の交通事故削減効果の

推計を行うこととした。具体的には、「日本自動車工業会  中長期モビリティビジョン検討

会：中長期モビリティビジョン(2018)」において大都市・地方都市・過疎地に分類された

全市区町村を、都市の規模及び交通事故発生状況の観点から整理した上で、各分類に関

し、必要な統計情報を利用することが可能な市区町村の中で最も平均的な特徴を有する市

区町村（大都市：埼玉県所沢市、地方都市：茨城県常総市、過疎地：長野県山ノ内町。

SIP 第１期事業と同様）をモデル地域として選定した（図 3.2-1 参照）。 

 

図 3.2-1 都市の規模及び交通事故発生状況を踏まえたモデル地域の選定  

 

 また、シミュレーションの仕様上、再現可能なエリアの範囲及びエージェント数には制

約があり、モデル地域の全領域を対象としてシミュレーションを実行することは困難であ

ることから、本事業では、以下の i)～iii)に示す基準に沿ってシミュレーション対象領

域を設定した。  
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i）  道路交通センサスで交通量調査の結果が公開されている道路を含むこと。  

ii）  主要な駅や公共施設（市役所又は町役場、警察署、保健所等）を含むこと。  

iii）  モデル地域の交通事故多発地点の多くをカバーしていること。  

 

モデル地域におけるシミュレーション対象領域及びその選定理由は下記のとおり。  

 

3.2.1 大都市（埼玉県所沢市）  

 

埼玉県所沢市における交通事故発生状況及び本事業におけるシミュレーション対象領域は

図 3.2.1-1 の黄色い線で囲まれた範囲とする。。 

 

図 3.2.1-1 交通事故発生状況及びシミュレーション対象領域（埼玉県所沢市）  

 

 埼玉県所沢市におけるシミュレーション対象領域の選定理由は下記のとおり。  

i）道路交通センサスで交通量調査の結果（図 3.2.1-2）が公開されている道路として

は、  

  ・国道 463 号線  

・県道４号線、６号線、50 号線、55 号線、179 号線及び 223 号線  

が存在する。  

ii）シミュレーション対象領域内には、  
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  ・西武新宿線の所沢駅、航空公園駅及び新所沢駅  

・西武池袋線の西所沢駅、小手指駅及び狭山ヶ丘駅  

・所沢市役所、所沢市保健センター、所沢税務署、所沢警察署等  

の主要な駅や公共施設が所在している。  

iii）埼玉県所沢市における 2017 年～2020 年の全体の交通事故発生件数と、シミュレー

ション対象領域における交通事故発生件数を比較すると、3,654 件中 1,998 件（約 55％）

の交通事故がシミュレーション対象領域内で発生している（図 3.2.1-3 参照）。また、事

故当事者の比率にもほぼ同様の傾向がみられる。  

 

以上を踏まえ、本事業では、図 3.2.1-1 で示した領域をシミュレーション対象領域と

して選定した。  

 

地図データ＠Google 

図 3.2.1-2 道路交通センサスによる交通量調査結果（埼玉県所沢市） 

 

 

図 3.2.1-3 交通事故発生状況の比較（埼玉県所沢市）  
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3.2.2 地方都市（茨城県常総市）  

 

 茨城県常総市については、シミュレーション対象領域の範囲の制約を踏まえ、図

3.2.2-1 に示す２か所の領域を候補として検討した。  

 

図 3.2.2-1 交通事故発生状況及びシミュレーション対象領域の候補（茨城県常総市）  
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 埼玉県所沢市の場合と同様に、シミュレーション対象領域の選定基準に沿って、茨城県

常総市のシミュレーション対象領域の候補である石下駅周辺地区（以下「石下地区」とい

う。）及び水海道駅周辺地区（以下「水海道地区」という。）について、主要な特徴を比較

した（図 3.2.2-2、表 3.2.2-1 参照）。  

 

地図データ＠Google 

図 3.2.2-2 道路交通センサスによる交通量調査結果（茨城県常総市  石毛地区）  

 

表 3.2.2-1 シミュレーション対象領域の候補の比較（茨城県常総市）  

 

 

i）道路交通センサスのデータは、石下地区（計８路線）の方が水海道地区（計６路線）

よりも充実している。  

ii）両地区とも、駅及び主要な公共施設を有する。  

iii）両地区とも、常総市内の交通事故多発地点を含む。  

 加えて、石下地区には、昼間人口の減少という地方都市の特徴がみられる。  

 

以上を踏まえ、本事業では、石下地区をシミュレーション対象領域として選定するこ

ととした。  



 

 

 

Ⅲ - 10 

 

3.2.3 過疎地（長野県山ノ内町）  

 

 長野県山ノ内町における交通事故発生状況及び本事業におけるシミュレーション対象領

域は図 3.2.3-1 のとおり。  

 

図 3.2.3-1 交通事故発生状況及びシミュレーション対象領域（長野県山ノ内町）  

 

 

地図データ＠Google 

図 3.2.3-2 道路交通センサス  交通量調査結果（長野県山ノ内町）  
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長野県山ノ内町におけるシミュレーション対象領域の選定理由は下記のとおり。  

i）道路交通センサスで交通量調査の結果（図 3.2.3-2）が公開されている道路として

は、  

  ・国道 292 号線及び 403 号線  

  ・県道 342 号線、356 号線及び 478 号線  

が存在する。  

ii）シミュレーション対象領域内には、  

  ・長野電鉄長野線湯田中駅及び上条駅  

・山ノ内町役場  

・山ノ内文化センター、山ノ内教育委員会、山ノ内町立蟻川図書館等  

の主要な駅や公共施設が所在している。  

iii）長野県山ノ内町における 2016 年～2019 年の全体の交通事故発生件数とシミュレー

ション対象領域における交通事故発生件数を比較すると、約 80％の交通事故がシミュレ

ーション対象領域内で発生している。  

 

以上を踏まえ、本事業では、図 3.2.3-1 で示した領域をシミュレーション対象領域と

して選定した。  

 

3.3 シミュレーションで使用する測地系  

 

 本節では、シミュレーションの実施に当たって必要となる、日本測地系から世界測地系

への変換方法、世界測地系の経度・緯度から直交座標への変換方法等について記載する。  

 信号現示情報及び交通規制情報の座標位置については日本測地系が用いられている

が、本事業で選定した交通流シミュレーションでは、地図上に任意に設定した原点からの

直交座標系によって座標位置を指定している。そのため、警察から提供された信号現示情

報や交通規制情報を地図データ上に設定するに当たって、座標変換を行う必要がある（作

業手順の概要は図 3.3-1 参照）。  

そこで、本事業では、信号現示情報及び交通規制情報のデータから、シミュレーショ

ン用道路情報データ設定ツールで読み込み可能な CSV ファイルを作成するための簡易ツー

ルを作成し使用した。  

 

図 3.3-1 測地系の座標変換のための手順  
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 実際の変換作業は、下記(1)～(4)の流れで実施した。  

 

（1）元データの日本測地系への変換  

 交通規制情報の場合、例えば「64959636:17633562」のように、日本測地系におけ

る 128 分の 1 秒単位の絶対座標として、X 値と Y 値を半角コロンでつなぐ方法で表記

されている。この値を 3,600×128 で割ると、下記の例のように、日本測地系におけ

る経度・緯度が算出される。  

  例：64959636:17633562 ⇒ 経度 140.971432292°、緯度 38.267278646° 

 

（2）日本測地系から世界測地系への変換  

この作業は、シミュレーション用のデータを作成する上で必須ではないが、本事業

では、Google Map 等を用いて確認作業を行うため、世界測地系の経度・緯度への変

換を行った。変換には、以下に示す１次変換式を用いた 3-7)。当該変換式では、

tky2wgs_linear_lat , tky2wgs_linear_long  が世界測地系での経度・緯度を、lat, 

long が日本測地系での経度・緯度を、それぞれ表している。  

【使用した１次変換式】  

  tky2wgs_linear_lat ＝ lat － lat * 0.00010695 ＋ long* 0.000017464 ＋ 0.0046017 

  tky2wgs_linear_long ＝ long － lat * 0.000046038 － long* 0.000083043 ＋ 0.01004 

 

上記(1)及び(2)の変換作業により、図 3.3-2 のように、Google Map 上で実際の位置と

の対応関係を確認することが可能となる。  

 

                      地図データ＠Google 

図 3.3-2 交通規制情報の座標位置から算出した世界測地系の経度・緯度と  

Google Map の対応関係（「信号機」の交通規制に関する例）  

  



 

 

 

Ⅲ - 13 

 

(3)シミュレーション対象領域内の情報の抽出  

 次に、モデル地域の交通規制情報から、シミュレーション対象領域の左下端（南

西）及び右上端（北東）の経度・緯度の値を用いて、シミュレーション対象領域内の

情報を抽出した。  

 

(4)直交座標への変換  

続いて、下記の変換式を用いて、世界測地系の経度・緯度からシミュレーションの

直交座標への変換を行った。  

【変換式】  

 X ＝ ( tky2wgs_linear_long － center_long ) × Scale_x 

 Y ＝ ( tky2wgs_linear_lat － center_lat ) × Scale_y 

 

 上記変換式の center_long 及び center_lat は、シミュレーションで用いる座標原点の

経度・緯度を表しており、Scale_x 及び  Scale_y は、経度・緯度の情報を地図データ上の

距離に換算するための係数である。  

 

3.4 信号現示情報及び交通規制情報の設定  

 

3.4.1 信号現示情報の設定 

 

本事業では、シミュレーション用道路情報データ設定ツールを用いて、信号現示情報

を地図データ上に設定した（図 3.4.1-1 参照）。 

 

                                                 地図データ＠Google 

図 3.4.1-1 信号現示情報の設定地点（埼玉県所沢市の例）  



 

 

 

Ⅲ - 14 

 

また、本事業では、新たに歩行者用信号機を地図データ上に設定した上で、当該箇所に

対応する信号現示情報を設定した（図 3.4.1-2 参照）。  

 

図 3.4.1-2 歩行者用信号機及び対応する信号現示情報の地図データへの設定の例  

 

3.4.2 交通規制情報の設定 

 

  

 選定したモデル地域内には、表 3.4.2-1 に示す交通規制情報が存在する。本事業では、

このうち、シミュレーション対象領域内で設定したパス上に存在する交通規制情報を地図

データ上に設定した。  

 

表 3.4.2-1 モデル地域内に存在する交通規制情報  

交通規制情報の種別  
埼玉県

所沢市  

茨城県

常総市  

長野県  

山ノ内町  

歩行者用道路（注）  〇 〇 〇 

自転車用道路（注）  〇 ― ― 

自転車及び歩行者用道路（注）  ― ― 〇 

通行止め（注）  ― 〇 ― 

車両通行止め  〇 〇 〇 

指定方向外進行禁止  〇 〇 〇 

一方通行  〇 〇 〇 

一時停止  〇 〇 〇 

信号機  〇 〇 〇 

ゾーン 30 〇 〇 〇 

（注）シミュレーション対象領域内で設定したパス上には存在しない。  

歩行者用信号機
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 シミュレーション対象領域内で設定したパス上に存在する交通規制情報を、3.3 節で示

した手順に沿って直交座標に変換した上で地図データ上に設定（重ねて表示）した結果は

図 3.4.2-1～3.4.2-3 のとおり。なお、これらの図において示した線色は、それぞれ個々

の交通規制情報と対応している（表 3.4.2-2 参照）。  

 

地図データ＠Google 

図 3.4.2-1 シミュレーション対象領域の地図データへの交通規制情報の重ね表示  

（埼玉県所沢市）  

 

 

地図データ＠Google 

図 3.4.2-2 シミュレーション対象領域の地図データへの交通規制情報の重ね表示  

（茨城県常総市）  
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地図データ＠Google 

図 3.4.2-3 シミュレーション対象領域の地図データへの交通規制情報の重ね表示  

（長野県山ノ内町）  

 

表 3.4.2-2 交通規制情報の凡例（参考）  

 

 

また、各交通参加者が交通規制を踏まえて行動するよう、地図データ上で表 3.4.2-3

のとおり設定を行った。  
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表 3.4.2-3 交通規制情報の地図データへの設定方法  

交通規制情報の種別  対応（設定方法）  

車両通行止め  車両用のパスが通行止めの先に続いている場合には、

当該パスを削除し、車両が通行しないようにする  

指定方向外進行禁止  車両の経路データの設定を確認し、指定方向外に進行

しないようにする  

一方通行  逆走方向に車両用のパスが設定されている場合には、

当該パスを削除し、車両が逆走しないようにする  

一時停止  地図データ上に設定されていない場合は追加する  

信号機  地図データ上に設定されていない場合は追加する  

ゾーン 30 エリア内の規制速度を 30[km/h]に設定する  

 

3.5 交通量調査の実施及び歩行者情報・自転車情報の設定  

 

 都道府県警察が公開している交通事故発生地点及び発生状況を踏まえ、地図データ上に

歩行者・自転車の通行経路を設定した。また、歩行者・自転車の交通量の設定に当たって

必要な基礎データを取得するため、各モデル地域で交通量調査を行った。なお、現地での

交通量調査に当たっては、調査場所を管轄する警察署長から道路使用許可を受けている。  

 

3.5.1 交通量調査（埼玉県所沢市）  

 

調査個所は、歩行者事故及び自転車事故が多く発生している地点（図 3.5.1-1 及び図

3.5.1-2 参照）を中心に選定し、図 3.5.1-3 に示す計 18 か所（交差点８か所、単路 10 か

所）とした。  
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埼玉県警：事件事故発生マップ_交通事故発生状況マップ_集計レポート(2017～2020 年) 

図 3.5.1-1 歩行者事故発生地点（埼玉県所沢市）   

 

埼玉県警：事件事故発生マップ_交通事故発生状況マップ_集計レポート(2017～2020 年) 

図 3.5.1-2 自転車事故発生地点（埼玉県所沢市）  
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地図データ＠Google 

図 3.5.1-3 交通量調査の実施地点（埼玉県所沢市）  

 

【調査実施地点】  

＜交差点＞  

①ファルマン通り交差点、④東新井町交差点、⑤航空公園駅前交差点、⑥蜂の坂交差点、

⑦宮本町交差点、⑬西狭山ヶ丘交差点、⑯金山交差点、⑰緑町三丁目交差点 

＜単路＞  

②所沢駅東、③所沢駅西、⑧所沢市弥生町（西武新宿線北）、⑨西所沢駅南、⑩県道 179

号線北野天満宮前、⑪セブン―イレブン所沢小手指ケ原店前、⑫小手指駅南（西武池袋

線）、⑭狭山ヶ丘駅南（西武池袋線）、⑮ファミリーマート東狭山ヶ丘一丁目店前、⑱所沢

市緑町４丁目５前 

 

現地調査の実施日時及び調査方法は下記のとおり。  

 

【現地調査の概要】  

＜調査実施日時＞  

 2020 年１月 17 日  

＜調査実施地点１か所当たりの調査時間＞  

 ２時間  

＜調査方法＞  

 調査員による手集計  
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＜調査対象＞  

・交差点：横断歩道又は道路を横断する歩行者数（子供・大人・高齢者別）・自転車数  

（２時間の総数を調査。なお、信号交差点では、信号サイクルごとの歩行者数・自転車数

も取得）  

・単路：歩道を通行又は道路を横断する歩行者数（子供・大人・高齢者別）  

   歩道又は車道を通行する自転車数  

（いずれも２時間の総数を調査）  

 

3.5.2 交通量調査（茨城県常総市）  

 

 調査個所は、歩行者事故及び自転車事故が多く発生している地点（図 3.5.2-1 及び図

3.5.2-2 参照）を中心に選定し、図 3.5.2-3 に示す計 13 か所（交差点７か所、単路６か

所）とした。  

 

茨城県：いばらきデジタルマップ_安心安全_交通事故発生マップ(2017～2020 年）  

図 3.5.2-1 歩行者事故発生地点（茨城県常総市）  

 

茨城県：いばらきデジタルマップ_安心安全_交通事故発生マップ(2017～2020 年）  

図 3.5.2-2 自転車事故発生地点（茨城県常総市）  
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地図データ＠Google 

図 3.5.2-3 現地調査実施地点（茨城県常総市） 

 

【調査実施地点】  

＜交差点＞  

②ファミリーマート常総崎房店前交差点、⑤セブン-イレブン常総中沼店前交差点、⑦ウ

エルシア常総向石下店北交差点、⑧石下駅入口交差点、⑨石下橋東交差点、⑩石下紫峰高

東交差点、⑫石下駅前交差点 
＜単路＞  

①茨城県常総市孫兵ヱ新田、③常総市飯沼幼稚園前、④茨城県常総市鴻野山１６３９−

１、⑥常総市立石下西中学校南、⑪常総市石下庁舎南、⑬ＣＡＳＡＣＯＬＯＲトライアル

石下東 
 

【現地調査の概要】  

＜調査実施日時＞  

2020 年１月 20 日  

＜調査実施地点１か所当たりの調査時間＞  

 ２時間  

＜調査方法＞  

 調査員による手集計  

＜調査対象＞  

・交差点：横断歩道又は道路を横断する歩行者数（子供・大人・高齢者別）・自転車数  

（２時間の総数を調査。なお、信号交差点では、信号サイクルごとの歩行者数・自転車数

も取得）  

・単路：歩道を通行又は道路を横断する歩行者数（子供・大人・高齢者別）  

   歩道又は車道を通行する自転車数  

（いずれも２時間の総数を調査）  
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3.5.3 交通量調査（長野県山ノ内町）  

 

 調査個所は、歩行者事故及び自転車事故が多く発生している地点（図 3.5.3-1 及び図

3.5.3-2 参照）を中心に選定し、図 3.5.3-2 に示す計 12 か所（交差点４か所、単路８か

所）とした。  

 

長野県：長野県統合型地理情報システム_信州くらしのマップ_交通事故情報(2016～2019 年）  

図 3.5.3-1 歩行者事故・自転車事故の発生地点（長野県山ノ内町）  
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                                               地図データ＠Google 

図 3.5.3-2 現地調査実施地点（長野県山ノ内町）  

【調査実施地点】  

＜交差点＞  

②穂波大橋北交差点、④山之内町立東小学校前交差点、⑧湯田中駅入口交差点、⑪夜間瀬

交差点 

＜単路＞  

①ニコニコレンタカー前、③湯田中駅前、⑤山ノ内町役場前、⑥幹線合流路、⑦山ノ内町

南小学校前、⑨幹線合流三叉路、⑩幹線合流路、⑫山之内町立中学校前  

 

現地調査の実施日時及び調査方法は下記のとおり。  

 

【現地調査の概要】  

＜調査実施日時＞  

 2020 年１月 16 日～17 日 

＜調査実施地点１か所当たりの調査時間＞  

 1.5～２時間  

＜調査方法＞  

 ビデオ撮影及び映像確認による集計  

＜調査対象＞  

・交差点：横断歩道又は道路を横断する歩行者数（子供・大人・高齢者別）・自転車数  

（1.5～２時間の総数を調査。なお、信号交差点では、信号サイクルごとの歩行者数・自

転車数も取得）  

・単路：歩道を通行又は道路を横断する歩行者数（子供・大人・高齢者別）  

C

ニコニコレンタ

カー
幹線合流路 橋の横

三叉路

山ノ内町立中学

７/１１駐車所

①

⑨

⑥
⑦

⑫
②

湯田中駅前③

④

山ノ内町立山之内南小学校

山ノ内町役場⑤

山ノ内町立東小学

校
⑧湯田中駅入口

幹線道路⑩

⑪ 夜間瀬
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   歩行又は車道を通行する自転車数  

（いずれも 1.5～２時間の総数）  

 なお、長野県山ノ内町の現地調査では、車両（大型車・普通車・バイク）の交通量も併

せて集計した。  

 

3.5.4 現地調査の結果に基づく歩行者情報・自転車情報の設定  

 

 現地での交通量調査結果に基づき、シミュレーション上で歩行者・自転車の発生頻度デ

ータを設定した。歩行者・自転車の交通量は、シミュレーション上で歩行者・自転車の移

動をガイドするための参照データである歩行者・自転車のパスごとに設定した。（図

3.5.4-1 参照）  
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地図データ＠Google 

図 3.5.4-1 単路部における歩行者の交通量設定の例  

 

 シミュレーション上の交通量は、現地での交通量調査で把握した１時間当たりの交通量

を基に設定した。単路部では、道路への飛び出しを行う確率や飛び出し方向の指定が可能

であることから、交通量調査の結果を基に、単路横断を行う歩行者・自転車の数をシミュ

レーション上で再現した。  

 また、交差点部についても、単路部と同様に、シミュレーション上の交通量は、現地で

の交通量調査で把握した１時間当たりの交通量を基に設定した（図 3.5.4-2 参照）。な
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お、パス上に歩行者用信号が存在する場合は、シミュレーション上、信号現示に従って歩

行者・自転車の横断又は停止に関する制御を行う。  

 

 

地図データ＠Google 

図 3.5.4-2 交差点部における歩行者・自転車の交通量設定の例  

 

3.6 地図データ上（道路情報）への速度情報の設定  

 

 シミュレーションの実行に当たり、自動運転車は規制速度（指定速度又は法定速度）を

遵守し、規制速度以下の速度で走行するよう設定した。本事業では、地図データ上に、規

制速度及び一般車両の実勢速度に関する情報を設定した。（図 3.6-1 参照）  
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SIP 第 1 期 電子地図情報経済産業省 無償貸与 

図 3.6-1 規制速度・実勢速度の設定の例  

 

本事業における速度情報の設定に関する考え方は下記のとおり。  

 (1) 規制速度の設定  

 規制速度については、モデル地域における実際の指定速度・法定速度を基に地図データ

上に設定した。なお、埼玉県所沢市のシミュレーション対象領域のうち、ゾーン 30 の交

通規制が設定されたエリア内では、規制速度を 30[km/h]と設定した。  

各モデル地域のシミュレーション対象領域における規制速度は図 3.6-2～3.6-4 のとお

り。  

 

                        地図データ＠Google 

図 3.6-2 規制速度（埼玉県所沢市）  
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地図データ＠Google 

図 3.6-3 規制速度（茨城県常総市）  

 

地図データ＠Google 

図 3.6-4 規制速度（長野県山ノ内町）  
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 (2) 実勢速度の設定  

 実勢速度や、規制速度を決定する上での基準となる速度（以下「基準速度」という。）

については、警察庁「平成 20 年度 規制速度決定の在り方に関する調査研究報告書」3-8)

を参考に設定した（表 3.6-1 及び表 3.6-2 参照）。 

 

表 3.6-1 実勢速度設定の参考資料  

（出典：警察庁「平成 20 年度 規制速度決定の在り方に関する調査研究報告書」）  

 

 

 

表 3.6-2 一般道の基準速度に関する整理  

（出典：警察庁「平成 20 年度 規制速度決定の在り方に関する調査研究報告書」）  

 

 

 

 例えば、「非市街地・２車線・歩行者交通量が少ない」と分類される場所（表 3.6-1 及

び表 3.6-2 中、赤枠で示した⑧の部分）では、基準速度が 60[km/h]の場合、実勢速度の

平均は 53.2[km/h]とされている。本事業では、上記報告書を参考としつつ、モデル地域

のシミュレーション対象領域内の道路を分類した上で、対応する実勢速度を地図データ上

に設定した。  
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第４章 シミュレーションの実行条件  

 

 本章では令和元年度に作成した実行環境を用いてシミュレーションを実行する際に使用

する条件の設定方法ならびに算出方法と、普及シナリオからの普及率算出方法および、シ

ミュレーションの事故情報から傷害程度を算出する方法について述べる。 

 シミュレーションの実行条件を設定するため令和２年度新たに、入手したデータは、 

・ITARDA 交通事故統計データ 

・国土交通省 全国道路・街路交通情勢調査一般交通量調査 

・国土交通省 全国道路・街路交通情勢調査自動車起終点調査（以下OD調査という） 

・一般財団法人 自動車検査登録情報協会 2016年３月現在の車種別保有台数 

・一般財団法人 自動車検査登録情報協会 2016 年３月現在の都道府県別・車種別保有

台数  

・自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究 自動運転普及シナリオ  

である。  

 上記データをシミュレーションで活用するために、シミュレーションで扱える車両区分

毎に各データを変換し使用した。  

 

4.1 シミュレーションで使用する車両区分 

 

 SIP 第１期においてシミュレーションで扱った車両区分は、道路交通センサスにて定義

されている、大型車、普通車の２分類であった。今回の SIP 第２期においては、より実態

に即した交通流を再現するためにモデル地区ごとの車両区分をより細分化してシミュレー

ションを実施した。この時に使用した車両区分の選定について記載する。  

 

4.1.1 既存の統計情報  

 

 今回のシミュレーションで使用する車両区分の決定について以下に示す。  

 

①ITARDA の事故統計情報による車両区分  

 

 今回入手した情報の中で一番詳細に車両区分が分けられているのが ITARDA より購入し

た事故統計情報となる。この事故統計情報は、モデル都市において、シミュレーション上

で交通流を再現し、その交通流の中でドライバがエラー状態になった場合に発生する偶発

的な事故の発生件数指標として使用する。また、この事故統計情報からは事故発生時の第

１当事者、第２当事者の車両区分を参照し、モデル都市ごと、モデル地域ごとおよび全国

集計の発生件数を入手しており、シミュレーション実行後の交通事故削減効果推計にも活

用している。   

注：交通事故が発生した場合、その事故に関わった人はすべて当事者となり、基本的には

当事者のなかでいちばん過失が重い人が、「第１当事者」となる。  
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 なお ITARDA の事故統計情報では、表 4.1.1-1 に示すように、車両区分は、車種、用

途、車両総重量（Gross Vehicle Weight：以下 GVW という）により 15 分類されている。  

 

表 4.1.1-1 ITARDA による車両区分  

車種 用途 GVW

小型車 乗合
普通車 乗合
軽四輪車 乗用
小型車 乗用
普通車 乗用
軽四輪車 貨物
小型車 貨物 3.5t未満
小型車 貨物 3.5t以上
普通車 貨物 3.5t未満
普通車 貨物 3.5t以上

特種 3.5t未満
特種 3.5t以上

大型特殊
二輪車
自転車  

 

②普及シナリオによる車両区分 

 

 SIP 別事業「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」より提供さ

れる普及シナリオでは、車両区分は表 4.1.1-2 に示されるように 10 分類されており、車

両区分ごとの自動運転(運転支援）システム搭載車の普及状況を走行距離換算にて提供さ

れる。また、自動運転（運転支援）システムのカテゴリは、SAE のレベルとは異なり、カ

テゴリ C0 から C6 として分類されている。  

 

表 4.1.1-2 普及シナリオにおける車両区分  

車種 用途 GVW
小型車 乗合
普通車 乗合
軽四輪車 乗用
小型車 乗用
普通車 乗用
軽四輪車 貨物
小型車 貨物 3.5t以下
小型車 貨物 3.5t越え
普通車 貨物 3.5t以下
普通車 貨物 3.5t越え
注：大型特殊は普通貨物に含まれる  

 

 ただし、GVW よる分類は、2016 年３月度の全国車両保有台数を基に割り振っており普及

シナリオにおける小型貨物と普通貨物の普及率は 3.5t 以下と 3.5t 越えでは同じ数値とな
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っている。  

 

③平成 27 年度版 OD 調査による車両区分  

 

 平成 27 年度版の OD 調査における車種の分類は、H27 調査データレイアウト・コード

（OD 集計用マスター）より８分類とされている。（表 4.1.1-3 参照）  

 4.2 節に示すように OD 調査とは、日本全国の道路と道路交通の実態を把握し、道路の

計画、建設、管理などについての基礎資料を得ることを目的として行われている調査であ

る。調査項目に車両が１日で移動する始点と終点が有るため、特定地域の交通量を調べる

ことが可能である。  

 

表 4.1.1-3 OD 集計用マスターにおける車両区分  

コード 分類
1 軽乗用車
2 乗用車

3 バス

4 軽貨物車
5 小型貨物車
6 貨客車

7 普通貨物車

8 特種車  

 

4.1.2 本シミュレーション実行用の車両区分の設定  

 

 4.1.1 項の①から③を合わせて考え、表 4.1.1-3 の乗用車とバスの車両区分を都道府県

別の自動車保有台数から小型車、普通車の比率に合わせ按分し、本年度のシミュレーショ

ンで対応する 11 分類の車両区分とする。（表 4.1.2-1 参照）  

 なお、①から③のデータの変換方法に関しては、4.2 節から 4.4 節にて詳細を説明す

る。  

表 4.1.2-1 シミュレーション実行用車両区分  

車種 用途

小型車 乗合
普通車 乗合
軽四輪車 乗用
小型車 乗用
普通車 乗用
軽四輪車 貨物
小型車 貨物
普通車 貨物

特種
二輪車
自転車  
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 表 4.1.2-1 で定義した車両の物理モデルを表 4.1.2-2 に示す。  

 

表 4.1.2-2 車両の物理モデル  

 

 

 

 なお、自動二輪、自転車に関しては、交通流に関する基礎データが無いため、令和元年

度に実施した、現地調査結果に基づき設定した。  

 また、特種車両および自動二輪に関しては普及シナリオが提供されていないため、シミ

ュレーション実施時には全て手動運転とした。自転車、歩行者に関しては、第２当事者と

して扱う。  

 

4.2 全国道路・街路交通情勢調査  自動車起終点調査（OD 調査）に基づく交通量推定  

 

 本節では、シミュレーションの精度向上を図るために、交通流を構成する車両種別とそ

の構成比率を実態に合わせることが重要となるため、モデル地域における道路交通センサ

スデータをベースとし、その時の車両種別ごとの OD 調査の情報を基に算出する方法につ

いて記載する。  

 出典：「全国道路・街路交通情勢調査自動車起終点調査（国土交通省道路局）」  

 

注：OD とは、O は起点（Origin）、D は終点（Destination）を表し、交通参加者(車両、

歩行者、自転車など）のシミュレーション上への出場退場地点を指す。 

 

 今回のシミュレーションでは OD 調査からモデル地域を起点終点とする情報を集計し、

モデル地域における交通流比率を算出する。算出された交通流比率と平成 28 年度３月度

軽四輪車 貨物普通車 乗合

単位等 数値
車長 [m] 11.99

車幅 [m] 2.49

車重 [kg] 13,180

小型車 乗合
単位等 数値

車長 [m] 6.995

車幅 [m] 2.065

車重 [kg] 3,710

単位等 数値
車長 [m] 1.475

車幅 [m] 2.065

車重 [kg] 350

単位等 数値
車長 [m] 4.910

車幅 [m] 1.800

車重 [kg] 1,690

普通車 乗用

小型車 乗用 軽四輪車 乗用
単位等 数値

車長 [m] 4.495

車幅 [m] 1.745

車重 [kg] 1,310

単位等 数値
車長 [m] 3.650

車幅 [m] 1.665

車重 [kg] 910

普通車 貨物

小型車 貨物

単位等 数値
車長 [m] 5.280

車幅 [m] 2.080

車重 [kg] 2,770

単位等 数値
車長 [m] 4.690

車幅 [m] 1.695

車重 [kg] 2,000

自動二輪
単位等 数値

車長 [m] 1.990

車幅 [m] 0.710

車重 [kg] 167

単位等 数値
車長 [m] 1.850

車幅 [m] 0.580

車重 [kg] 20

自転車

単位等 数値
車長 [m] 4.910

車幅 [m] 1.800

車重 [kg] 1,690

特種車両
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における全国車両保有台数を用いて平成 27 年度の道路交通センサスの交通量を按分した

ものをシミュレーションで使用する交通量データとした。  

 

4.2.1 全国道路・街路交通情勢調査  自動車起終点調査（OD 調査）とは 

 

 OD 調査 4-1)とは、国土交通省が実施している日本全国の道路と道路交通の実態を把握

し、道路の計画、建設、管理などについての基礎資料を得ることを目的として、昭和３年

から概ね５年度とに実施されている調査である。図 4.2.1-1 に調査概要、図 4.2.1-2 に調

査内容、表 4.2.1-1 に調査結果の活用方法を示す。  

 

 

図 4.2.1-1 OD 調査の調査概要  

 

 平成 27 年度の OD 調査は、秋季（９月～11 月）のある１日を対象日として、その日に

おける自動車の運行状況（出発地・目的地、トリップ長、運行目的・乗車人員（乗用車

類）、積載品目・積載重量（貨物車類）等）を把握したものである。  
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図 4.2.1-2 OD 調査の調査内容  

 

 平成 27 年度の OD 調査では、OD 表の精度（３車種別 B ゾーン別発生交通量の精度を信

頼度 95%、相対誤差 20%で確保）や将来交通需要推計モデルの精度（モデルに使用する指

標のカテゴリ別の平均値の精度を信頼度 95%、相対誤差 20%で確保）といった観点を考慮

して、車種別、市町村別に必要な調査台数が設計されている。また、自家用車は全国

7,500 万台の約 5%を抽出（回収標本率は約 1.4%）、営業用車は全国 150 万台の約 20%を抽

出（回収標本率は約 9.3%）している。  
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 OD 調査の主な活用場面としては、①OD 表の作成、②将来交通需要推計モデルへの活

用、③全国幹線旅客純流動調査への活用があげられる。 4-2) 

 

表 4.2.1-1 OD 調査の調査結果の活用  

 

 

 

4.2.2 交通量推計方法  

 

 本項においては、その地域を起終点とする車両の比率を OD 調査から算出し、道路交通

センサスデータと合わせて算出することにより、地域ごとの車両区分別の構成比率を算出

する。  

 

① 地整コードと起終点情報  

 

 OD 調査票は、図 4.2.2-1 に示すように地方整備局ごとに纏められており、今回のモデ

ル地域は、埼玉県、茨城県、長野県に属するため地整コード：２ 関東地方整備局が管轄

している。  
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図 4.2.2-1 地整コード 

 

 起終点情報は、OD 調査票の OD 集計用マスターに B ゾーンとして定義されている。  

この情報に基づくモデル地域（大都市：所沢市、地方都市：常総市、過疎地：山ノ内町）

の B ゾーンを、以下表 4.2.2-1、表 4.2.2-2、表 4.2.2-3 に示す。  

 これら B ゾーンと表 4.1.2-1 の車両区分情報を用いて表 4.2.2-4 に示す OD 集計マスタ

ーの情報を集計する。  

 

表 4.2.2-1 長野県山ノ内町 B ゾーン 

長野県

2054100 上高井郡小布施町

2054300 上高井郡高山村

2056100 下高井郡山ノ内町

2056200 下高井郡木島平村

2056300 下高井郡野沢温泉村
 

 

表 4.2.2-2 茨城県常総市 B ゾーン 

常総市

0821099 下妻市以下不明

0821101 常総市１区

0821102 常総市２区

0821103 常総市３区

0821199 常総市以下不明

0822001 つくば市１区
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表 4.2.2-3 埼玉県所沢市 B ゾーン 

埼玉

1122501 入間市１区

1120801 所沢市１区

1120802 所沢市２区

1120803 所沢市３区

1120804 所沢市４区

1120899 所沢市以下不明

1121501 狭山市１区
 

 

表 4.2.2-4 OD 集計マスター  

1 平日・休日の別 1 1
2 地整コード 2 1
3 調査票種別番号 3 3
4 回答方法 6 1
5 調査日 7 4
6 整理番号 11 14
7 調査車両記号 25 1
8 主な運転者の形態 26 1
9 主な運転者の番号 27 2
10 使用の本拠／使用者の住所 29 9
11 使用燃料 38 3
12 初度登録 41 6
13 車両重量 47 5
14 事業免許の種類 52 1
15 車種 53 1
16 所有形態 54 1
17 ＥＴＣ車載器の有無 55 1
18 乗車定員（人） 56 2
19 最大積載量（ｋｇ） 58 5
20 出発地 63 9
21 目的地 72 9
22 出発時刻：月日 81 4
23 出発時刻：時分 85 4
24 到着時刻：月日 89 4
25 到着時刻：時分 93 4
26 運行目的 97 3
27 運転者の番号 100 2
28 運転者の性別 102 1
29 運転者の年齢 103 2
30 高速道路の利用の有無 105 1
31 乗ＩＣ・ランプコード 106 4
32 降ＩＣ・ランプコード 110 4
33 付帯業務 114 1
34 車両属性 拡大係数 115 4

車両属性

トリップ属性

項番 項目名称 位置 長さ属性

 

 

 モデル地域ごとに、OD 集計マスターで出発地、目的地にモデル地域の B ゾーンを含む

データを取り出し、車種ごとに OD 調査の車両属性で定義されている拡大係数を乗じた値
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を積算して交通量を求める。  

注：OD 調査を使用する場合の拡大係数の考え方  

• 拡大係数は、表 4.2.2-5（全国集計結果）に示す有効回収台数を保有台数で除した

有効回収台数比率の逆数であり、車種別市区町村別に設定している。  

• オーナーマスターデータ、OD 集計用マスターデータは、トリップ単位でデータが

構成されおり、拡大係数を乗じることで、車種、市区町村別の保有台数に応じた

トリップ数の集計が可能である。  他の調査項目と組み合わせてトリップ数の集計

を行うことも可能である（例：移動目的別のトリップ数）。  

 ※拡大係数は車種、市区町村別に設定しているため、市区町村以上の単位での集計を基

本とする。  

 

 ※オーナーマスターデータ：車両単位（運休車を含む）でデータが構成されており、ト

リップ数の集計を行うための拡大係数が設定されている。そのため、「量」の集計を行う

ことが可能となる。また、トリップチェーン情報（車両単位の１日のトリップ情報）を保

持しているため、車両単位の集計を行うことが可能である。  

 ※OD 集計用マスターデータ：NEXCO が実施している高速 OD 調査データを組み合わせ

た、現況 OD 表データである。OD 集計用マスターデータは、トリップ単位（運休車を含

まない）で構成されており、トリップ数の集計を行うための拡大係数が設定されている。

そのため、「量」の集計を行うことが可能となる。 

 

表 4.2.2-5  有効回収台数比率  

 

保有台数は平成 27 年 9 月末現在 

 

 次に、所沢市を例に交通量の推計方法を記載する。  
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②交通量推計方法  

 

１）①で示した集計方法により OD 調査から所沢市を起終点とする交通量を集計する。  

OD 調査で集計されている貨客車については、他の統計データとの整合性が取れないため

除外する。（表 4.2.2-5） 

 

表 4.2.2-5 OD 調査から集計された所沢市の交通量  

 

 

２）OD 調査では二輪車に関する情報を集計することが出来ないため、埼玉県の自動車保

有車両数（台）（表 4.2.2-6）より二輪車の交通量を推計する。  

 

表 4.2.2-6 埼玉県の自動車保有車両数  

 

 

 所沢市の交通量は、二輪車を除いた数が 391,247 台とすると埼玉県の自動車保有台数比

率より二輪車は 4.81％の台数が走行していると考えられため二輪車の交通量は、  

二輪車交通量＝（391,247*4.81）/95.19≒19,770 となる。  

表 4.2.2-5 から貨客車を除外し、二輪車を加えた所沢市の交通量は表 4.2.2-7 のように表

すことが出来る。  

 

表 4.2.2-7 二輪車を加えた所沢市の交通量 

 

 

３）次に、乗用車とバスを小型乗用車、普通乗用車と小型乗合、普通乗合に分ける。これ

には、全国自動車保有台数の情報を活用する。各都道府県の集計では表 4.2.2-6 のような

車両区分であるが、全国自動車保有台数では表 4.2.2-8 に示すように詳細な車両区分にて

統計情報がまとめられている。この情報を用いて二輪車を加えた所沢市の交通量を算出す

る。  

車両区分コード 1 2 3 4 5 6 7 8

車両区分 軽乗用車 乗用車 バス 軽貨物車 小型貨物車 貨客車 普通貨物車 特種車 合計

交通量 85646 211847 2520 37047 22799 2322 15463 15925 393569

交通量比率 21.76% 53.83% 0.64% 9.41% 5.79% 0.59% 3.93% 4.05% 100.00%

6を除外した場合 391247

乗用車 貨物車 特種（殊）車 乗合車 二輪車

埼玉県自動車保有車両数（台） 3159272 616185 79305 10043 195490

4.81%95.19%

都道府県別車両保有台数区分

車両区分 軽乗用車 乗用車 バス 軽貨物車 小型貨物車 普通貨物車 特種車 二輪車

交通量 85646 211847 2520 37047 22799 15463 15925 19770

交通量比率 20.84% 51.54% 0.61% 9.01% 5.55% 3.76% 3.87% 4.81%
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表 4.2.2-8 シミュレーションで使用する所沢市の交通量比率  

 

４）最終的に推計された交通量比率を用いて、図 4.2.2-2 に示す所沢市の各観測地点にお

ける道路交通センサスの情報を変換する。表 4.2.2-9 は交通センサスの交通量を示してい

る。12 時間交通量のシミュレーションの入力データは、表 4.2.2-10 である。  

 

地図データ＠Google 

図 4.2.2-2 所沢市の道路交通センサス観測地点 

  

全国自動車保有車両数区分 軽四輪乗用 小型車乗用 普通車乗用 軽四輪車貨物 小型車貨物 普通車貨物 特種車両 大型特殊 小型車乗合 普通車乗合 二輪車 合計

全国自動車保有車両数（台） 21,477,247 21,353,690 18,000,955 8,520,458 3,538,682 2,317,131 1,360,850 339,164 119,764 110,839 3,590,809 80,729,589

全国自動車車両車両数（％） 26.60% 26.45% 22.30% 10.55% 4.38% 2.87% 1.69% 0.42% 0.15% 0.14% 4.45%

軽乗用車 軽貨物車 小型貨物車 普通貨物車 二輪車

変換前 85646 37047 22799 15463 19770

軽乗用車 小型車乗用 普通車乗用 軽貨物車 小型貨物車 普通貨物車 特種車両 小型車乗合 普通車乗合 二輪車

変換後 85646 114947 96900 37047 22799 15463 15925 1309 1211 19770

20.84% 27.97% 23.58% 9.01% 5.55% 3.76% 3.87% 0.32% 0.29% 4.81%

乗用車 特種車 バス

211847 15925 2520
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表 4.2.2-9 所沢市の道路交通センサス交通量  

 

 

表 4.2.2-10 所沢市で再現する交通量（12 時間交通量） 

 

 

 

 以下同様に常総市（図 4.2.2-3、表 4.2.2-11、表 4.2.2-12） 山ノ内町（図 4.2.2-4、

表 4.2.2-13、表 4.2.2-14）の変換結果を示す。 
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地図データ＠Google 

図 4.2.2-3 常総市の道路交通センサス観測地点 

 

表 4.2.2-11 常総市の道路交通センサス交通量 

 

表 4.2.2-12 常総市で再現する交通量（12 時間交通量）  
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地図データ＠Google 

図 4.2.2-4 山ノ内町の道路交通センサス観測地点  

表 4.2.2-13 山ノ内町の道路交通センサス交通量  

 
 

表 4.2.2-14 山ノ内町で再現する交通量（12 時間交通量）  
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4.3 シミュレーションで使用する交通事故統計情報  

 

 ITARDA から提供される事故データは図 4.3-1 に示すように分類されているが、 

今回使用するシミュレーションでは赤文字で示した８分類を対象にしており、この８分類

について ITARDA より入手した事故統計データを基に本事業にて集計した。 

 

 

図 4.3-1 ITARDA における事故分類  

 

 次に本事業にて集計した車両間相互事故の一部（表 4.3-1）を示す。 

 

 

 

表 4.3-1 車両間相互事故(正面衝突）発生件数（2015 年から 2017 年集計） 

 

 

 4.1.2 項のシミュレーションで使用する車両区分で述べたように、ITARDA の集計結果を

そのまま使用するのではなく、以下の①～④の考え方に基づきシミュレーションで使用す

る区分に変換し活用する。  

 

①GVW で分けられている区分を一つにまとめる。 

②大型特種車両の事故件数は普通貨物に合算する。  
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③自転車に関しては、シミュレーションで第 1 当事者として扱うことが出来ないため  

除外する、ただし、第 2 当事者としては扱う。  

④購入したデータは 2015 年～2017 年度の 3 か年であるため各セルの値を 3 分の 1 にし、

小数点以下切り捨てとする。（表 4.3-2 参照）  

 

表 4.3-2 シミュレーションの基礎となる事故件数  

 

 

同様に、車線逸脱事故（表 4.3-3）、歩行者事故（表 4.3-4）車両間相互事故（表 4.3-5）

に関しても作成する。 

 

 

表 4.3-3 車線逸脱事故発生件数 
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表 4.3-4 歩行者事故発生件数  
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表 4.3-5 全車両間相互事故発生件数  
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4.4 シミュレーションで使用する自動運転（運転支援）システムの普及率  

 

 本事業では、別事業「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」か

ら提供される自動運転車及び運転支援車の普及シナリオを用いてシミュレーションを実行

し、自動運転及び運転支援による交通事故削減効果を推計することとされている。そし

て、本事業における推計結果は、「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関す

る研究」に提供され、社会的受容性の醸成に向けた検討に活用されることが予定されてい

る。  

  

4.4.1 普及シナリオの推計方法  

 

 別事業「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」における普及シ

ナリオの推定に当たって必要となる、自動運転カテゴリごとの走行距離の推計方法は図

4.4.1-1 のとおり。  

 

 

図 4.4.1-1 「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」における  

自動運転カテゴリごとの走行距離推計方法（同志社大学作成資料から抜粋）  

  

4.4.2 本事業における普及シナリオの活用方法  

 

 SIP 第１期事業では、シミュレーションに登場する車種は普通車及び大型車の計２種類

とし、技術進歩（レベル２・レベル３・レベル４）に応じた普及率を仮定した。  

他方、本事業（SIP 第２期）では、「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに

関する研究」から提供される普及シナリオを踏まえてシミュレーション条件を設定した。

表 4.4.2-1 に、「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」における

普及シナリオで定義されている自動運転カテゴリ（C0 から C6）と SAE の自動運転レベル

（レベル０からレベル５）の対応関係を示す。なお、本事業の交通流シミュレーションは

一般道を対象としたものである（表 4.4.2-1 の赤枠部分）。  
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表 4.4.2-1 普及シナリオにおける自動運転カテゴリと自動運転レベルの対比  

  

 注：一般道における SAE レベル１の運転支援は、普及シナリオの C1 及び C2 の合計とな

る。  

 普及シナリオに基づいて推計される車種ごとの走行量を用いることで、自動運転レベル

ごとの自動運転車及び運転支援車の普及率を算出する。  

表 4.4.2-2 は、普及シナリオから推計された車種ごとの走行距離を基に、自動運転レ

ベルごとの普及率を算出した例である。  

 

表 4.4.2-2 車種ごとの走行距離と自動運転レベルごとの普及率  
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 なお、普及率算出の考え方は以下の①及び②のとおりとする。  

①普及シナリオより提供される、年度毎の走行距離について、カテゴリ C1 と C2 を合算し

て SAE レベル１の走行距離とする。  

注：今回提供いただいた普及シナリオにおいては SAE レベル５の普及に関しては現時点で

は予測困難なため 2050 年度まで普及率０[%]と仮定している。  

 

②ここで、2015 年の乗用普通車の走行距離については、  

・レベル０：19,612,984,200 [台 km] 

・レベル１：474,417,700 [台 km] 

となっており、走行距離の合計は 20,087,401,900 [台 km]である。したがって、自動運転

レベルごとの普及率は、  

・レベル０：19,612,984,200/20,087,401,900*100=97.64[%] 

・レベル１：474,417,700/20,087,401,900*100=2.36[%]  

となる。 

 

 以下に、GDP 中位における普及率の設定値(表 4.4.2-3～表 4.4.2-10）と普及率の変化

を図示する（図 4.4.2-1～図 4.4.2-8）。 

 

表 4.4.2-3 普通車（乗用）の普及率  

  2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

Level0 97.37% 72.55% 40.26% 17.71% 5.19% 1.23% 0.29% 0.06% 

Level1 2.63% 26.24% 50.10% 63.04% 67.10% 64.83% 61.79% 59.71% 

Level2 0.00% 1.21% 7.81% 7.40% 5.57% 2.98% 1.53% 1.52% 

Level3 0.00% 0.00% 1.83% 9.41% 7.50% 5.47% 2.20% 0.53% 

Level4 0.00% 0.00% 0.00% 2.44% 14.64% 25.50% 34.18% 38.17% 

Level5 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 

 

図 4.4.2-1 普通車（乗用）の普及率  
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表 4.4.2-4 小型車（乗用）の普及率  

 2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

Level0 97.75% 73.89% 46.81% 24.66% 8.18% 2.16% 0.53% 0.12% 

Level1 2.25% 25.31% 46.99% 61.99% 70.14% 69.84% 67.42% 65.42% 

Level2 0.00% 0.81% 5.17% 5.62% 4.79% 2.87% 1.63% 1.68% 

Level3 0.00% 0.00% 1.04% 6.04% 5.40% 4.40% 1.88% 0.46% 

Level4 0.00% 0.00% 0.00% 1.69% 11.50% 20.74% 28.54% 32.32% 

Level5 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 

 

図 4.4.2-2 小型車（乗用）の普及率  

 

表 4.4.2-5 軽四輪車（乗用）の普及率  

  2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

Level0 97.64% 75.13% 43.50% 20.06% 7.00% 1.70% 0.28% 0.03% 

Level1 2.36% 24.01% 49.82% 65.74% 71.95% 71.96% 69.91% 68.01% 

Level2 0.00% 0.86% 5.52% 5.86% 4.45% 2.81% 1.85% 1.70% 

Level3 0.00% 0.00% 1.16% 6.48% 5.72% 4.03% 2.10% 0.75% 

Level4 0.00% 0.00% 0.00% 1.86% 10.88% 19.50% 25.87% 29.51% 

Level5 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 
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図 4.4.2-3 軽四輪車（乗用）の普及率  

 

表 4.4.2-6 普通車（乗合）の普及率  

  2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

Level0 97.79% 83.71% 56.68% 36.16% 19.81% 9.82% 4.67% 1.97% 

Level1 2.21% 16.29% 38.71% 51.24% 59.51% 62.02% 61.70% 60.71% 

Level2 0.00% 0.00% 3.22% 3.58% 3.03% 2.48% 1.80% 1.63% 

Level3 0.00% 0.00% 1.39% 6.93% 5.71% 4.84% 3.17% 1.65% 

Level4 0.00% 0.00% 0.00% 2.09% 11.94% 20.84% 28.66% 34.04% 

Level5 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 

 

図 4.4.2-4 普通車（乗合）の普及率  
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表 4.4.2-7 小型車（乗合）の普及率  

  2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

Level0 98.08% 83.77% 56.10% 35.50% 19.55% 9.66% 4.44% 1.86% 

Level1 1.92% 16.23% 40.00% 53.81% 62.98% 66.37% 66.68% 65.97% 

Level2 0.00% 0.00% 2.75% 3.18% 2.75% 2.39% 1.92% 1.86% 

Level3 0.00% 0.00% 1.15% 5.76% 4.75% 4.02% 2.64% 1.37% 

Level4 0.00% 0.00% 0.00% 1.75% 9.96% 17.56% 24.32% 28.94% 

Level5 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 

 

図 4.4.2-5 小型車（乗合）の普及率  

 

表 4.4.2-8 普通貨物車（貨物）の普及率  

  2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

Level0 97.78% 84.79% 58.71% 38.19% 21.70% 11.44% 5.85% 2.65% 

Level1 2.22% 15.21% 37.23% 49.74% 45.59% 35.26% 34.62% 34.02% 

Level2 0.00% 0.00% 2.89% 3.48% 3.32% 2.41% 1.63% 1.27% 

Level3 0.00% 0.00% 1.17% 6.07% 5.78% 5.11% 3.13% 1.77% 

Level4 0.00% 0.00% 0.00% 2.52% 23.61% 45.79% 54.77% 60.28% 

Level5 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 
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図 4.4.2-6 普通貨物車（貨物）の普及率  

 

表 4.4.2-9 小型貨物車（貨物）の普及率  

  2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

Level0 97.77% 76.48% 44.82% 23.76% 8.17% 2.10% 0.47% 0.07% 

Level1 2.23% 23.52% 51.00% 61.62% 57.62% 55.65% 53.42% 52.27% 

Level2 0.00% 0.00% 3.03% 3.59% 3.01% 1.53% 0.99% 1.23% 

Level3 0.00% 0.00% 1.15% 5.91% 5.25% 3.37% 0.93% 0.18% 

Level4 0.00% 0.00% 0.00% 5.12% 25.94% 37.34% 44.19% 46.24% 

Level5 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 

 

図 4.4.2-7 小型貨物車（貨物）の普及率  
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表 4.4.2-10 軽貨物車（貨物）の普及率  

  2015 年 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 

Level0 98.58% 82.26% 59.69% 40.50% 24.85% 14.04% 7.22% 3.14% 

Level1 1.42% 17.74% 37.52% 48.25% 47.35% 52.67% 55.08% 55.91% 

Level2 0.00% 0.00% 2.00% 2.50% 2.12% 1.81% 1.67% 1.69% 

Level3 0.00% 0.00% 0.79% 4.15% 3.68% 2.94% 2.14% 1.46% 

Level4 0.00% 0.00% 0.00% 4.59% 22.00% 28.54% 33.89% 37.80% 

Level5 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 

 

図 4.4.2-8 軽貨物車（貨物）の普及率  
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 なおシミュレーション上で車両種別ごとの普及率設定は、図 4.4.2-9 に示す ADAS 設定

ファイルにて行う。本ファイルの自動運転（運転支援）システムの普及率を変更すること

により 2015 年の交通状況と事故発生条件を用いた、年度ごとの交通事故発生件数を推計

することが可能となる。  

 

図 4.4.2-9 ADAS 設定ファイル   
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4.5 シミュレーションで発生した事故情報から傷害程度を算出する方法  

 

 シミュレーションで発生した交通事故が当事者の傷害という観点において、どのような

影響があるのかを評価する必要がある。そこで、本節では、交通事故時の影響を死亡・重

傷・軽傷・無傷等の観点で評価する指標を算出するための方法について述べる。  

 

（1）当事者の傷害程度の評価に必要な情報  

 

 本シミュレーションでは、追突事故、正面衝突事故、車線逸脱事故、交差点衝突事故

（出会い頭、左折時、右折時）、歩行者横断事故（横断歩道横断中、その他横断中）の５

つの交通事故類型が発生する。これらの事故によって、乗員や歩行者にどのような傷害が

生じるのかを評価するためには、図 4.5-1 に示したような情報がそれぞれ必要となる。  

 必要な情報としては、追突、正面衝突、交差点衝突等の車両相互事故では、それぞれの

車両について、車線逸脱のような車両単独事故では、当該車両のみについて、衝突速度、

進行方向、車両重量、乗員年齢、シートベルト着用状態、多重衝突の有無、搭載システ

ム、システム作動状態の情報が挙げられる。歩行者横断事故のような人対車両事故では、

車両についてはこれら情報に加えて車両形状の情報、歩行者については年齢が必要とな

る。  

 このうち、衝突速度については、衝突に関係した２台の車両の進行方向から事故類型を

分類し、２台の車両の進行方向が同じ場合は追突、進行方向が正対する場合は正面衝突と

分類する。追突の場合は２台の衝突速度の差分を計算して衝突時の相対速度とし、正面衝

突の場合は２台の衝突速度を合計して衝突時の相対速度とする。  

 なお、大型トラックと普通乗用車が関係する事故をはじめとする２台の車両重量の関係

が大きく異なる場合、シートベルトを着用しない状態で衝突する場合や、乗員や歩行者が

高齢者である場合等には傷害程度が重篤になりやすいという実態を反映して評価する。  
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図 4.5-1 事故類型別の当事者の傷害程度を予測するために必要な情報  

 傷害評価用ロジックにて必要となるデータの内、衝突速度、進行方向、車両重量は事故

発生時のシミュレーションログより取り出す。交通参加者属性は、発生時に決定される

（上記例では、車両重量、車両形状、搭載システム、年齢に相当）。また、傷害評価ロジ

ックでは、ベルト着用の有無、多重衝突の有無、システムの作動状態に関しても入力デー

タとして扱うが、今回の評価においては、ベルト着用、多重衝突無し、システムは動作し

ている状態にて評価を行う。  

 

（2）自動車乗員、自転車乗員、歩行者の傷害評価用のロジック  

 

 それぞれの事故の当事者の傷害を評価するため、本シミュレーションでは AACN4-3)

（Advanced Automatic Collision Notification、 先進交通事故自動通報システム）の傷

害予測アルゴリズムとして提案されている手法を採用している。富永ら 4-4)は、米国事故

データ NASS/CDS にロジスティック回帰式モデルを適用した従来の乗員の傷害予測モデル

について、日本の交通事故実態を反映することを意図してアルゴリズムを構築している。  

 傷害予測アルゴリズムでは、傷害予測を行う対象を運転席乗員に設定し、その死亡重傷

確率を計算するアルゴリズムを、（式 4.5-1）のような二項ロジスティック回帰モデルを

用いて構築している。  

exp(-z)+1

1
=p        式 4.5-1 

p=0:軽傷、無傷、p=1:死亡、重傷  
 

 ここで、p は、死亡あるいは重傷となる発生確率であり、z はリスクファクタの組み合

わせによる衝突モードを表現する線形結合和であり、（式 4.5-2）で表される。  

 




n

1i

iio  xβ+β=z    式 4.5-2 

追突 正面衝突 車線逸脱 交差点事故 歩行者横断事故

事
故
発
生
状
況
の
例

必
要
な
情
報

衝突速度(A/B)

進行方向(A/B)

車両重量(A/B)

乗員年齢(A/B)

衝突速度(C/D)

進行方向(C/D)

車両重量(C/D)

乗員年齢(C/D)

衝突速度(E)

進行方向(E)

車両重量(E)

乗員年齢(E)

衝突速度(F/G)

進行方向(F/G)

車両重量(F/G)

乗員年齢(F/G)

衝突速度(H)

進行方向(H)

車両重量(H)

車両形状(H)

年齢(H/歩行者)

D車(1.5t)

C車(1.5t)

56歳
ベルト着用

25歳
ベルト着用

40.3km/h

42.3km/h

A車(1.8t)

7.2km/h

69歳
ベルト着用

58.0km/h

37歳
ベルト非着用

B車(1.2t)
E車(1.6t)

62.0km/h

31歳
ベルト非着用

F車(1.2t)

G車(1.6t)

19.0km/h

44.0km/h

73歳
ベルト着用

73歳
ベルト着用

H車(1.6t)

39.0km/h

36歳
ベルト着用

80歳

歩行者
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 xi は、個々のリスクファクタの区分化された変数群である。βi は、それぞれの xi の偏回

帰係数であり、最尤法により推定される。  

 

 本アルゴリズムのリスクファクタは以下の６つである。  

 

a. 疑似デルタ V[km/h] 

 デルタ V とは衝突時の速度変化を示すものであり、EDR（Event Data Recorder）が搭

載されていれば記録されるが、交通事故統合データベースには記録されていない。そのた

め、疑似デルタ V として、各車両の質量と危険認知速度を用いて以下の（式 4.5-3）で表

すものである。  

 

)+(
m+m

m
=DeltaV 21

21

1
pseudo    式 4.5-3 

 

ここで、m1:車両１の質量[kg]、m2:車両２の質量[kg]、v1:車両１の危険認知速度

[km/h]、v2:車両２の危険認知速度[km/h]である。なお、シミュレーションから得られる

速度情報は衝突速度が得られるため、疑似デルタ V ではなくデルタ V として算出され

る。また、２台の車両が正面衝突のような形態で衝突する場合には v1 と v2 は加算される

が、追突事故のような形態で衝突する場合には v1 と v2 は減算される。出会い頭事故のよ

うな形態で衝突する場合には、前面が衝突する側の車両の速度のみを用いて算出する。  

 

b. 衝突方向  

衝突方向は、前面、ニアサイド、ファーサイド、後面の４方向とする。交通事故統合

データベースに登録されている衝突部位のうち、①・⑤・⑧を前面、②をニアサイド、④

をファーサイド、③・⑥・⑦を後面とする（図 4.5-2）。  

 

 

 

 

 

図 4.5-2 衝突部位  

 

c. シートベルト着用の有無  

 乗員がシートベルトを着用している場合を｢有｣、着用していない場合を｢無｣とする。  

 

d. 多重衝突の有無  

 事故時の車両挙動によって、２回以上の衝突が発生した場合に多重衝突を｢有｣とし、１

回の衝突のみが発生した場合に多重衝突を｢無｣とする。  
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e. 乗員年齢  

 年齢層区分は、54 歳以下、55～64 歳、65 歳以上の３区分とする。  

 

f. 車種  

 車種別効果を表現するため、軽自動車と乗用車の二つを設定する。乗用車には小型乗用

車も含まれる。  

 

 また、西本ら 4-5)は、日本の交通事故死者数は約 36[%]を歩行者が占め、約 14[%]を自

転車乗員が占める実態に対応するため、歩行者および自転車の乗員の重傷度を予測するた

めの傷害予測アルゴリズムを構築している。この研究におけるリスクファクタは危険認知

速度、歩行者・自転車乗員の年齢、車種、道路形状、事故類型としている。このアルゴリ

ズムは、自転車乗員との衝突、歩行者横断事故の場面のシミュレーションを実施する場合

に採用することが有効である。  

 木内ら 4-6)は、交通事故自動通報システム用に実際に運用されているアルゴリズムにも

とづいて算出した死亡重傷率とアンダートリアージとオーバートリアージの関係を分析し

ており、その結果から交通事故自動通報システムがドクターヘリ出動を要請する基準とし

て 5[%]を採用することが妥当であると主張している（図 4.5-3）。この値を参照し、乗員

の傷害が重傷であるかどうかを判別する基準として 5[%]に暫定的に設定する。軽傷や死

亡についても本報告の結果を参照して検討することが有効であると考えられる。  

 

 

図 4.5-3 死亡重傷率とアンダートリアージとオーバートリアージの関係  

 

 図 4.5-4 は、傷害評価モジュールの構造を示している。傷害評価を実施するため、衝突

速度のみを用いて傷害発生率と速度の累積分布に適用して簡易的に計算する方法と日本の

膨大な交通事故データにもとづいた事故条件と乗員傷害の結果を説明する傷害予測アルゴ

リズムがある。傷害予測アルゴリズムでは、車種の組み合わせ・乗員年齢・ベルト着用・

多重衝突の有無などの差異を考慮できるため、本事業では傷害予測アルゴリズムを採用す

ることが有効と考えられる。ただし、多重衝突の有無については、シミュレーション内で

直接評価される対象ではないので、事故ログファイルにもとづいて多重衝突の有無を別途

判定するモジュールを用意することが必要である。本事業では、多重衝突の有無を判定す



 

 

IV-33 

 

ることが直接的な目的ではないので取り扱わないことにする。ただし、将来的な効果評価

の拡張性を確保するため、インプット用のパラメータとして用意する。  

 

 

 

図 4.5-4 傷害評価モジュールの構造  

 

 これまでに述べた事故の当事者の傷害程度の評価方法にしたがって死亡重傷確率を算出

した事例として、追突事故の例を図 4.5-5、正面衝突事故の例を図 4.5-6 に示した。  

 シートベルト非着用の 37 歳が運転する A 車（1,500[kg]）がシートベルト着用の 69 歳

が運転する B 車（1,500[kg]）に追突した事例で、衝突時の速度は A 車が 58.0[km/h]、B

車が 7.2[km/h]であった（図 4.5-5）。この事故ではどちらの車両にも多重衝突は起きなか

った。これらの条件にもとづいて２台の車両の乗員の死亡重傷確率を算出したところ、A

車は 2.7[%]、B 車は 6.2[%]の値を示した。図 4.5-3 が示すドクターヘリを要請する閾値

である 5[%]を B 車の値が超えていることから重傷または死亡が予測され、一方の A 車は

値を超えていないことから軽傷または無傷が予測される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5-5 追突事故における当事者の傷害程度の評価結果例  
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 シートベルト着用の 25 歳が運転する C 車（1,500[kg]）がシートベルト着用の 56 歳が

運転する D 車（800[kg]）と正面衝突した事例で、衝突速度は C 車が 42.3[km/h]、D 車が

40.3[km/h]であった（図 4.5-6）。この事故ではどちらの車両にも多重衝突は起きなかっ

た。これらの条件にもとづいて２台の車両の乗員の死亡重傷確率を算出したところ、C 車

は 1.3[%]、D 車は 24.9[%]の値を示した。ドクターヘリを要請する閾値である 5[%]を D 車

の値が超えていることから重傷または死亡が予測され、一方の C 車は超えていないことか

ら軽傷または無傷が予測される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5-6 正面衝突事故における当事者の傷害程度の評価結果例  

 

 このようにシミュレーションで発生した事故の衝突条件を用いて乗員等の当事者の傷害

程度を予測することができる。ただし、図 4.5-3 の関係からはドクターヘリ出動を要請す

る必要性が高い傷害が発生する確率の高さを判定できるが、傷害程度を無傷、軽傷、重

傷、死亡のなかから直接判定することはできない。  

 そこで、死亡重傷率とトリアージの関係から当事者の傷害程度を判定するための基準を

便宜的に設けることとした（図 4.5.7）。なお、この基準は便宜的に設けたものであるた

め、新たな研究報告等が公表された場合には必要に応じて更新していく必要がある。死亡

重傷率が 30[%]を超えるとオーバートリアージとなる確率とアンダートリアージとなる確

率が顕著に変化するため、本シミュレーションでは死亡重傷率が 30[%]以上を「死亡」と

判定した。死亡と判定する基準を考慮し、死亡重傷率が 5[%]以上 30[%]未満の場合を「重

傷」と判定した。次に、死亡重傷率が 1[%]以上 5[%]未満となる場合を「軽傷」と判定

し、死亡重傷率が 1[%]未満の場合を「無傷」と判定した。  
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図 4.5-7 死亡重傷率とトリアージの関係にもとづく傷害程度の判定基準の設定  

 

 以上、本項ではシミュレーション内で発生した事故の衝突条件にもとづいて、それぞれ

の事故の当事者（乗員、歩行者等）の傷害程度を予測するための死亡重傷率を算出する方

法を述べた。さらに、AACN においてドクターヘリ出動の要請を判断する基準として検討

されている 5[%]を用いて「死亡」「重傷」「軽傷」「無傷」の 4 つの傷害程度を判定する基

準を検討したことについて述べた。これらの方法を用いることで、シミュレーションで発

生する事故について、事故件数という観点に加えて、死者数、重傷者数、軽傷者数、負傷

者数、負傷事故件数といった観点で事故低減詳細効果を定量的に比較することができるよ

うになる。  

  

～1％ ：無傷と判定
1～5％ ：軽傷と判定
5～30％ ：重傷と判定
30％～ ：死亡と判定
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第５章 シミュレーション結果 

 

 本章では、交通環境再現型シミュレーションを用いて自動運転（運転支援）システムの

全国規模で推計される交通事故削減効果について述べる。以下の図 5-1 に、自動運転（運

転支援）システムによる全国規模の交通事故削減詳細効果を推計するプロセスの全体像を

示す。本プロセスの詳細 5-1)について記載した後、モデル地域ごとのシミュレーション結

果と全国規模の交通事故削減効果について記載する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 自動運転システムによる全国規模の事故削減詳細効果を推計するプロセス  

 

 事故削減詳細効果を推計するプロセスは大きく４つで構成されている。  

（1）日本を代表するモデル地域の選定  

 3.2 節 シミュレーションで再現するモデル地域 参照  

 

（2）選定したモデル地域の現実的な交通環境・交通事故の再現  

 ここでは、3.4、3.5 節にて定義した交通環境情報（地図データ、交通規制情報等）を使

用し、その道路ネットワークを用いて現実的な交通流・交通事故をシミュレーションで再

現できたかどうか、道路交通センサス・現地調査・交通事故統計にもとづいて確認する。  

 図 5-2 は、大都市のモデル地域におけるシミュレーション実行環境を構築する流れを示

している。  
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a. モデル地域の主要部（幹線道路、鉄道駅、役所・役場等）を含む数 km 四方のエ

リアを選定し、そのエリアの衛星写真から道路ネットワークを抽出する（①）。  

b. 国土交通省が５年毎に実施している全国道路・街路交通情勢調査（通称、道路交

通センサス）のデータにもとづいてエリア内の主要な道路の交通量を調査する

（②）。令和２年度は、より詳細な交通量を OD 調査より求めることが可能であ

る。（4.4.2 項 本事業における普及シナリオの活用方法）  

c. ドライバエージェントや歩行者エージェントが交通事故に関連する危険な行動を

起こすように設定することで交通事故が発生する。その発生地点をシミュレーショ

ン内で集計した結果と、都道府県警察が公開している実際の事故発生地点（③）を

比較することで事故発生状況の特徴をどのように再現したかを確認する。  

  

図 5-2 大都市のモデル地域におけるシミュレーション実行環境を構築する流れ  

 

 図 5-3 は、SIP 第１期にてモデル地域におけるシミュレーションと現況の交通量を比較

した結果を示している。図中の A から L の 12 地点の１時間あたりの交通量について、現

況とシミュレーションの結果の比較では、ほぼ同じ水準で再現できていることを確認し

た。  

 

地図データ＠Google 

図 5-3 モデル地域における現況とシミュレーションの交通量の比較  
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 図 5-4 は、SIP 第１期のモデル地域における現況とシミュレーションの事故発生状況を

比較した結果を示している。都道府県警察がそれぞれ公開している事故発生地点の情報

は、主に事故がどの地点で発生したかを示すものである。都道府県警察によっては車両相

互、車両対人、車両単独といった観点や負傷事故と死亡事故といった観点で分類された事

故発生地点が把握できる情報も得られる。  

 交通事故統計が示す現実の事故発生地点とシミュレーション内で発生した事故発生地点

を比較し、５類型（追突、正面衝突、車線逸脱、歩行者横断、出会い頭）の事故類型別の

構成率が現況と類似した形で反映できていることを確認する。  

 

 

5-4 モデル地域における現況とシミュレーションの事故発生状況の比較  

 

（3）モデル地域における事故削減係数の算出  

 

 図 5-5 に SIP 第１期で使用した普及シナリオを示す。普及の過程を６段階で定義し現状

(手動 100[%])，全体普及率 25[％]，50[％]，75[％]，100[％]、最終的には全て高度運転自

動化になるシナリオにてシミュレーションを実施した。  

 

図 5-5 SIP 第 1 期における普及シナリオ  
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 図 5-6 は、SIP 第１期における所沢市の相対事故率と事故類型別の内訳を示している。  

シナリオ０の相対事故率を 100 とした場合、シナリオ１で 90、シナリオ２で 80、シナリ

オ３で 53、シナリオ４で 44、シナリオ５で 17 となり、この埼玉県：所沢市のマップにお

いてシナリオ５は 83[%]の事故率の低減が期待できる。事故類型別にみると、追突事故、

はシナリオ２以降で大幅に低減することができている一方で、出会い頭事故と歩行者事故

はシナリオ３，４であっても事故率の低減が難しい側面がある。シナリオ５では歩行者事

故が発生しており、SIP 第１期にて実施したシミュレーションで実装した自動走行システ

ムは車載の自律型システムであったため、歩行者の飛び出しなどへの対応に限界があると

考えられる。  

 このようにシミュレーションを実行することによって、事故類型別の事故削減係数を得

ることができる。この事故削減効果がモデル地域内の他の市区町村にも一様に適用できる

という仮定にもとづいて全国規模の交通事故削減効果の推計を行う。  

 

 

図 5-6 所沢市における普及シナリオ別の相対事故率と事故類型別の内訳  

 

（4）モデル地域の結果を用いた全国規模の事故削減詳細効果の推計  

 

 図 5-7 は、モデル都市別の事故削減係数を用いた全国規模の事故削減効果の推計（推計

対象を死傷者数とした場合）の流れを示している。①では、３つのモデル地域（山ノ内

町、常総市、所沢市）ごとにシミュレーションを実行して得られた事故発生状況から事故

率・死傷者数・死者数を算出する。②では、モデル都市で得られた普及シナリオ別の事故

類型別の事故削減係数が他の市区町村にも一様に適用するという仮定にもとづいて適用す

る。事故削減係数を適用することで地域内の市区町村ごとの死傷者数・死者数の低減数を

算出する。この算出結果を集計することによって地域全体で期待できる死傷者数・死者数

の低減数を推計することができる。③その他の地域でも①と②のステップを経ることによ

って同様の推計を行うことができる。それによって普及シナリオ別に大都市、地方都市、

過疎地の３つの地域別の死傷者数を推計した結果が得られる。事故削減係数を適用した結
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果とベースラインとなる３つの地域別の死傷者数・死者数と比較することで全国規模の事

故削減効果を推計する。  

 

 

 

 

 

  

図 5-7 モデル都市別の事故低減係数を用いた全国規模の事故削減効果の推計の流れ  
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5.1 シミュレーション結果：大都市（埼玉県所沢市）  

 

5.1.1 大都市（埼玉県所沢市）における現況交通量の再現性の確認  

 

 現況の交通量がシミュレーション上で再現されていることについて、モデル地域内の交

通センサス観測地点ごとに推計した値（表 4.2.2-10）と比較し、確認を行った結果を図

5.1.1-1 から図 5.1.1-12 に示す。  

 

 

図 5.1.1-1 道路交通センサス・観測地点①での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.1.1-2 道路交通センサス・観測地点②での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

軽乗用車 小型車 普通車 小型乗合 普通乗合 軽貨物 小型貨物 普通貨物 特種 自動二輪

交
通
量
[台

/h
]

道路交通センサス

シミュレーション

0

50

100

150

200

250

300

350

軽乗用車 小型車 普通車 小型乗合 普通乗合 軽貨物 小型貨物 普通貨物 特種 自動二輪

交
通
量
[台

/h
]

道路交通センサス

シミュレーション



 

 

V-7 

 

 

図 5.1.1-3 道路交通センサス・観測地点③での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.1.1-4 道路交通センサス・観測地点④での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.1.1-5 道路交通センサス・観測地点⑤での車両区分別交通量の再現性の確認  
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図 5.1.1-6 道路交通センサス・観測地点⑥での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.1.1-7 道路交通センサス・観測地点⑦での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.1.1-8 道路交通センサス・観測地点⑧での車両区分別交通量の再現性の確認 
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図 5.1.1-9 道路交通センサス・観測地点⑨での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.1.1-10 道路交通センサス・観測地点⑩での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.1.1-11 道路交通センサス・観測地点⑪での車両区分別交通量の再現性の確認  
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図 5.1.1-12 道路交通センサス・観測地点⑫での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 所沢市については、道路交通センサスの観測地点での車両区分ごとの交通量をシミュレ

ーションで再現できていることを確認した。  
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5.1.2 大都市（埼玉県所沢市）における現況事故発生状況の再現性の確認  

 

 現況の交通事故がシミュレーション上で再現されていることについて、 ITARDA の事故

統計データと比較し、確認を実施した。  

 埼玉県所沢市におけるシミュレーション、ITARDA の事故統計データから集計した所沢

市の現況および大都市全体について、各事故類型の事故発生比率の比較を図 5.1.2-1 に示

す。 

 

図 5.1.2-1 埼玉県所沢市における事故類型構成比率の比較  

 

 また、各事故類型について、車種別事故構成比率を比較したものを図 5.1.2-2～5.1.2-8

に示す。なお、比較は ITARDA のデータから集計した所沢市の現況とシミュレーション

での車種別事故発生比率を事故類型ごとに行った。  

 

 

 

図 5.1.2-2 追突事故の車両区分別構成率 
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図 5.1.2-3 正面衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.1.2-4 出会い頭衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.1.2-5 車線逸脱の車両区分別構成率 
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図 5.1.2-6 左折時衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.1.2-7 右折時衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.1.2-8 歩行者事故の車両区分別構成率 

 

 事故の発生件数に関してはおおむね一致しているが、二輪車の現況シミュレーションに

おいてずれが大きい。これは現状、全ての車両の車両モデルが同一のものを使用している

ため、二輪車であっても四輪車と同等の復帰行動が取られているためと考える。  
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5.1.3 大都市（埼玉県所沢市）における事故削減係数  

 

 今回使用する自動運転（運転支援）システムの普及率は「自動運転による交通事故低減

等へのインパクトに関する研究」において実施している自動運転車普及シミュレーション

で、人口や GDP の将来推計に基づき、車種別・業務別・自動化カテゴリ別・EV 化別の

新車登録台数、保有台数、走行量を以下の様に推計している。  

 

1. GDP、人口、オーナーカーの「所有と利用、移動に関する消費者の選択構造の変

化」、あるいは東京大学で行う「物流・移動サービスのドライバ不足への対応とコ

スト削減」の検討などから必要となる保有台数を推計、あるいは設定する。  

2. 前年までの車齢別保有台数と残存率から各年度に残る保有台数と必要となる保有

台数の差から、新車登録台数を推計する。  

3. 新車登録台数を自動運転カテゴリ別に案分する。  

4. 各年度の自動運転カテゴリ別新車登録台数から自動運転カテゴリ別保有台数を推

計する。  

5. 1 台当たりの平均走行量から自動運転カテゴリ別走行量を推計する。物流サービス

では、東京大学で行う「物流・移動サービスのドライバ不足への対応とコスト削

減」の検討結果と一致するように１台当たりの平均走行量を設定する。  

出典：同志社大学「自動運転車普及シミュレーション 普及シミュレーション結果」  

 

 上記手法を用いて GDP の予測として高位、中位、低位の３つの普及シナリオが推計さ

れ、第４章の 4.4 シミュレーションで使用する自動運転（運転支援）システムの普及率

にて示した変換手法にて普及率を算出しシミュレーションに活用した。  
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（１）GDP 高位のケース  

 

 図 5.1.3-1 に、GDP 高位における全体の交通事故削減率を示す。 

 

 

図 5.1.3-1 GDP 高位の交通事故削減率（全体） 

 

（２）GDP 中位のケース  

 

 図 5.1.3-2 に、GDP 中位における全体の交通事故削減率を示す。  

  

図 5.1.3-2  GDP 中位の交通事故削減率（全体）  

 

 

（３）GDP 低位のケース  



 

 

V-16 

 

 

 図 5.1.3-3 に、GDP 低位における全体の交通事故削減率を示す。 

 

図 5.1.3-3  GDP 低位の交通事故削減率（全体）  

 

5.2 シミュレーション結果：地方都市(茨城県常総市）  

 

5.2.1 地方都市（茨城県常総市）における現況交通量の再現性の確認  

 

 現況の交通量がシミュレーション上で再現されていることについて、モデル地域内の交

通センサス観測地点ごとに推計した値（表 4.2.2-12）と比較し、確認を行った結果を図

5.2.1-1 から図 5.2.1-9 に示す。  

 

 

図 5.2.1-1 道路交通センサス・観測地点①での車両区分別交通量の再現性の確認  
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図 5.2.1-2 道路交通センサス・観測地点②での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.2.1-3 道路交通センサス・観測地点③での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.2.1-4 道路交通センサス・観測地点④での車両区分別交通量の再現性の確認  
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図 5.2.1-5 道路交通センサス・観測地点⑤での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.2.1-6 道路交通センサス・観測地点⑥での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.2.1-7 道路交通センサス・観測地点⑦での車両区分別交通量の再現性の確認 
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図 5.2.1-8 道路交通センサス・観測地点⑧での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 常総市については、道路交通センサスの観測地点での車両区分ごとの交通量をシミュレ

ーションで再現できていることを確認した。  
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5.2.2 地方都市（茨城県常総市）における現況事故発生状況の再現性の確認  

 

 現況の交通事故がシミュレーション上で再現されていることについて、 ITARDA の事故

統計データと比較し、確認を実施した。  

 茨城県常総市におけるシミュレーション、ITARDA の事故統計データから集計した常総

市の現況および地方都市全体について、各事故類型の事故発生比率の比較を図 5.2.2-1 に

示す。  

 

図 5.2.2-1 茨城県常総市における事故類型構成比率の比較  

 

 また、各事故類型について、車種別の構成比率を比較したものを図 5.2.2-2～図 5.2.2-8

に示す。なお、比較は ITARDA のデータから集計した常総市の現況とシミュレーション

での車種別事故発生比率を事故類型ごとに行った。  

 

 

図 5.2.2-2 追突事故の車両区分別構成率 
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図 5.2.2-3 正面衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.2.2-4 出会い頭衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.2.2-5 車線逸脱の車両区分別構成率 
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図 5.2.2-6 左折時衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.2.2-7 右折時衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.2.2-8 歩行者事故の車両区分別構成率 

 5.1.2 に示した通り車線逸脱の二輪車に関して ITARDA の事故統計データとシミュレー

ションとの不一致がある。  
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5.2.3 地方都市（茨城県常総市）における事故削減係数  

 

（１）GDP 高位のケース  

 

 図 5.2.3-1 に、GDP 高位における全体の交通事故削減率を示す。 

 

 

図 5.2.3-1 GDP 高位の交通事故削減率（全体） 

 

（２）GDP 中位のケース  

 

 図 5.2.3-2 に、GDP 中位における全体の交通事故削減率を示す。 

 

図 5.2.3-2  GDP 中位の交通事故削減率（全体）  
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（３）GDP 低位のケース  

 

 図 5.2.3-3 に、GDP 低位における全体の交通事故削減率を示す。 

 

図 5.2.3-3  GDP 低位の交通事故削減率（全体）  

 

5.3 シミュレーション結果：過疎地(長野県山ノ内町）  

 

5.3.1 過疎地（長野県山ノ内町）における現況交通量の再現性の確認  

 

 現況の交通量がシミュレーション上で再現されていることについて、モデル地域内の交

通センサス観測地点ごとに推計した値（表 4.2.2-14)と比較し、確認を行った結果を図

5.3.1-1 から図 5.3.1-7 に示す。  

 

 

図 5.3.1-1 道路交通センサス・観測地点①での車両区分別交通量の再現性の確認  
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図 5.3.1-2 道路交通センサス・観測地点②での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.3.1-3 道路交通センサス・観測地点③での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.3.1-4 道路交通センサス・観測地点④での車両区分別交通量の再現性の確認  
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図 5.3.1-5 道路交通センサス・観測地点⑤での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.3.1-6 道路交通センサス・観測地点⑥での車両区分別交通量の再現性の確認  

 

 

図 5.3.1-7 道路交通センサス・観測地点⑦での車両区分別交通量の再現性の確認  
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 山ノ内町については、道路交通センサスの観測地点での車両区分ごとの交通量をシミュ

レーションで再現できていることを確認した。  

 

5.3.2 過疎地（長野県山ノ内町）における現況事故発生状況の再現性の確認  

 

 現況の交通事故がシミュレーション上で再現されていることについて、ITARDA の事故

統計データと比較し、確認を実施した。  

 長野県山ノ内町におけるシミュレーション、 ITARDA の事故統計データから集計した山

ノ内町の現況および過疎地全体について、各事故類型の事故発生比率の比較を図 5.3.2-1 に

示す。 

 

図 5.3.2-1 長野県山ノ内町における事故類型構成比率の比較  

 

 また、各事故類型について、車種別の構成比率を比較したものを図 5.3.2-2～図 5.3.2-8

に示す。なお、比較は ITARDA のデータから集計した山ノ内町の現況とシミュレーショ

ンでの車種別事故発生比率を事故類型ごとに行った。  

 

 

図 5.3.2-2 追突事故の車両区分別構成率 
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図 5.3.2-3 正面衝突の車種別構成率  

 

 

図 5.3.2-4 出会い頭衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.3.2-5 車線逸脱の車両区分別構成率 
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図 5.3.2-6 左折時衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.3.2-7 右折時衝突の車両区分別構成率 

 

 

図 5.3.2-8 歩行者事故の車両区分別構成率 

 

 5.1.2 に示した通り車線逸脱の二輪車に関して現況との不一致がある。  
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5.3.3 過疎地（長野県山ノ内町）における事故削減係数  

 

（１）GDP 高位のケース  

 

 図 5.3.3-1 に、GDP 高位における全体の交通事故削減率を示す。 

 

 

図 5.3.3-1 GDP 高位の交通事故削減率（全体） 

 

（２）GDP 中位のケース  

 

 図 5.3.3-2 に、GDP 中位における全体の交通事故削減率を示す。 

 

  

図 5.3.3-2  GDP 中位の交通事故削減率（全体）  
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（３）GDP 低位のケース  

 

 図 5.3.3-3 に、GDP 低位における全体の交通事故削減率を示す。 

 

 

図 5.3.3-3  GDP 低位の交通事故削減率（全体）  

 

5.4 シミュレーション結果：全国集計  

 

 各モデル地域での事故削減係数を ITARDA のモデル地域ごとの事故統計データに適用

することによって、地域内の市区町村ごとの死傷者数・死者数の低減数を算出する。この

算出結果を集計することによって地域全体で期待できる死傷者数・死者数の低減数を推計

することができる。この算出結果を集計し、普及シナリオ別に大都市、地方都市、過疎地

の 3 つの地域別の死傷者数を推計した結果を得た。  

 

（１）GDP 高位のケース 

 

 GDP 高位のケースについて、モデル地域ごとの事故発生件数を図 5.4-1～5.4-3 に、全国

規模での事故発生件数を図 5.4-4 に示す。  
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図 5.4-1 大都市における交通事故発生件数  

 

図 5.4-2 地方都市における交通事故発生件数  
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図 5.4-3 過疎地における交通事故発生件数  

 

図 5.4-4 全国規模での交通事故発生件数  

 

 

（２）GDP 中位のケース  

 

 GDP 中位のケースについて、モデル地域ごとの事故発生件数を図 5.4-5～5.4-7 に、全国

規模での事故発生件数を図 5.4-8 に示す。  
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図 5.4-5 大都市における交通事故発生件数  

  

図 5.4-6 地方都市における交通事故発生件数  
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図 5.4-7 過疎地における交通事故発生件数  

  

図 5.4-8 全国規模での交通事故発生件数  

 

（３）GDP 低位のケース 

 

 GDP 低位のケースについて、モデル地域ごとの事故発生件数を図 5.4-9～5.4-11 に、全

国規模での事故発生件数を図 5.4-12 に示す。  
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図 5.4-9 大都市における交通事故発生件数  

 

図 5.4-10 地方都市における交通事故発生件数 
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図 5.4-11 過疎地における交通事故発生件数  

 

図 5.4-12 全国規模での交通事故発生件数  
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5.5 交通規制情報の交通事故削減効果への影響について  

 

 本節では、交通規制情報が事故発生に対してどのように影響を及ぼすかについて行った

シミュレーションの試行結果について示す。  

 

 実際の交通環境下において、定められている交通規制情報を変更することはできない

が、シミュレーション上であれば、交通規制情報を変更し、状態の変化を観測することが

出来る。今回は、道路に設定されている規制速度を変更した場合に交通事故の発生がどの

ように変化するかを試行した。  

 

 対象とするモデル都市は常総市とし 2050 年の GDP 中位の普及シナリオを用いた。常総

市は、幹線道路の規制速度が 60[km/h]の部分が多く、そこを 50[km/h]と変更した場合どの

ような変化が生じるかシミュレーションを実施した。手動運転の場合は道路に設定してあ

る実勢速度とドライバ属性により走行速度を決定し走行するが、自動運転車は道路に設定

されている規制速度を上限として走行する。自動運転レベル４の車両が全車両の 40[%]程

度走行している状況において、規制速度を遵守する車両が周辺の自動運転車両に影響を及

ぼさないかを調査した。図 5.5-1 の赤線で示された箇所が今回、規制速度を 60[km/h]から

50[km/h]へ変更した箇所となる。  

 

SIP 第 1 期 電子地図情報経済産業省 無償貸与 

図 5.5-1 常総市における規制速度変更箇所 

  



 

 

V-39 

 

 

 図 5.5-2 に、交通センサスの観測箇所別に１時間交通量を比較し、交通量への影響につ

いて確認した結果を示す。規制速度を変更した路線に対応する観測箇所は、①、③、⑤で

ある。 

 

 

図 5.5-2 交通量の比較  

 

 今回のシミュレーションにおいては制限速度を 50[km/h]としても、交通量はほとんど変

化しておらず、極端な渋滞を引き起こすほど、低速とはなっていない。  

 

 次に、規制速度の違いによる事故類型別の事故件数への影響について、2015 年の事故件

数に対するシミュレーションの事故率を確認した。図 5.5-3 は、2015 年の事故率を基準と

し 2015 年からどれだけ事故が削減されているかを表している。図 5.5-4 は、2050 年にお

ける規制速度の違いによる事故率を表している。  

 

 

図 5.5-3 事故類型別の比較（2015 年を含めた比較）  
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図 5.5-4 事故類型別の比較（2050 年比較） 

 

 明確に影響を受けているのは追突事故となる。これは以下のように考えることができる。

まず、図 5.5-5 に示すように、車両の交通量が同じであるとき、走行速度が低い方が、信

号で滞留する車両は多くなると考えらえる。  

 

 

図 5.5-5 走行速度の違いによる信号での滞留時間の相違  

 

 次に、追突事故は、先行車が後続車よりも低速になり、かつ、後続車が制動動作を行わ

ない場合に発生し、その発生確率は、  

 

追突事故の発生確率  

  ＝ 先行車が後続車よりも低速になる確率  × 後続車が制動動作を行わない確率  

 

と表せる。信号での滞留時間が長くなるということは、上式における「先行車が後続車よ

りも低速になる確率」が大きくなることに相当する。制限速度を変更しても、シミュレー

ションで定義してあるエラー確率、「後続車が制動動作を行わない確率」は変わらないため、

規制速度の変更により「先行車が後続車よりも低速になる確率」が大きくなったことが、

追突事故が増えたことに繋がっていると考えられる。  

これは、規制速度のみを変えるのではなく地域交通流全体を俯瞰し規制速度変更に合わ

せて信号制御も変更することにより円滑な交通を作ることで事故が低減できることを示唆

するものと考える。 

 

走行台数は同じ 信号で滞留する車両台数は変わる

速度60[km/h]

速度50[km/h]
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第 6 章 考察 

 

 本事業においては、SIP 第１期にて開発した交通事故削減効果推計シミュレーション技

術を用い、より詳細に交通事故発生状況を推計するために、モデル都市（所沢市・常総

市・山ノ内町）ごとに、別施策「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する

研究」より提供される、普及シナリオに基づき算出された普及率を用いてシミュレーショ

ンを実行しモデル都市ごとの交通事故削減係数を算出した。交通事故削減係数を用いてモ

デル地域（大都市・地方都市・過疎地）ごとの交通事故発生件数を推計し、最後に３地域

の事故件数を集計することによって 2015 年から 2050 年までの５年ごとの全国規模の交通

事故発生件数を推計した。 

 

 交通事故削減効果を推計するシミュレーションにおいて結果を大きく左右する要因とし

て、自動運転(運転支援）システムの普及率と交通環境(特に交通量）の２つが考えられ

る。また、シミュレーションの精度向上という面では交通規制情報や、シミュレーション

内のモデル定義も重要な項目となる。本章では以下の４つの項目に関して考察を行う。 

 

（１）自動運転及び運転支援による交通事故削減効果は、今回提供された普及シナリオの

GDP 高位、中位、低位の３つ全てにおいて、おおよそ 50[％]を超える効果が期待できるこ

とが示された。GDP の変化と、自動運転及び運転支援による交通事故削減効果を比較し考

察する。 

（２）現状のシミュレーションにおいては交通量を一定としているが、この交通量に変化

が生じた場合どのような結果となるかも検討しておく必要が有る。2020 年度の交通事故

発生件数とシミュレーションでの推計件数を比較し考察する。 

（３）交通規制情報が変化した場合の交通事故発生状況の変化から、交通規制情報のシミ

ュレーションに与える影響を考察する。（規制速度を下げた場合の影響） 

（４）車両区分の細分化によるシミュレーション内部での行動モデルについて、現状のシ

ミュレーションにおいては、ドライバの行動モデルは一つで行っているがこれがシミュレ

ーションにどのように影響を与えているか考察する。 

 

6.1 普及シナリオによる交通事故低減効果に関する考察  

 

 今回のシミュレーションは、GDP の変化により異なる普及シナリオを用いて実行して

いる。現在、提供されている普及シナリオから変換し算出される自動運転（運転支援）シ

ステムの GDP 高位、中位、低位の普及率は、同一の車両区分においては、ほぼ同じ値を

示している（普及率の差異は 1[%]の範囲に収まる。表 6-1～6-3 参照）。これに対して、自

動運転及び運転支援による交通事故削減効果のシミュレーション結果は GDP 高位で

57.08％減、GDP で中位 55.49％減、GDP で低位 54.01％減となっており、普及シナリオに

おいてどのような自動運転（運転支援）システムがどの段階で普及していくかが全体の集
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計に与える影響は大きいと考えられる。特に車両区分で全体の比率が高い乗用車（軽自動

車、小型車、普通車）の自動運転（運転支援）システムレベル４の普及がシミュレーショ

ン結果の差異に大きく寄与していると推定する。  

 

表 6.1-1 GDP 高位 普及率 

 

 

表 6.1-2 GDP 中位 普及率 
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表 6.1-3 GDP 低位 普及率 

 

 

6.2 交通量の変化による交通事故発生件数の変化  

  

 今回実施したシミュレーションにおいて、2020 年の交通事故発生件数は 346,410 件と

推計された。本シミュレーションで再現できる事故類型の全体に対する比率を、ITARDA

の事故統計から換算すると全交通事故件数の 70[%]の交通事故に相当する。これをもとに

全交通事故件数を推計すると 494,871 件となる。これに対し、2021 年１月に警察庁から

発表された、2020 年の交通事故発生件数は、309,000 件であり、両者には大きな隔たりが

有る。（表 6.2-1 参照）  

 

表 6.2-1 交通事故発生件数と死傷者数（2015～2020 年）（2021 年１月 警察庁発表）6-1) 

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

交通事故件数（件） 536,899 499,201 472,165 430,601 381,237 309,000

負傷者数（人） 666,023 618,853 580,850 525,846 461,775 368,601

死者数(人） 4,117 3,904 3,694 3,532 3,215 2,839
 

 本シミュレーションは、交通量が一定であるとの仮定の下で実行したが、2020 年は、

コロナ禍の影響にて、交通量が全体的に減少していることが想定され、実際には交通量の

変化が交通事故発生件数に影響を及ぼしていることが考えられる。2020 年は道路交通セ

ンサスの調査年に相当するが、国土交通省から 2020 年の道路交通センサス調査は中止す

るとの発表が有ったため、実際どれぐらい交通量に変化が有ったかを調べることはできな

い。警察庁の発表によれば、2020 年の交通事故の特徴では、重傷者数は新型コロナウイ

ルス（SARS-CoV-2）感染拡大による外出自粛の影響で交通量が減少したことから４月、

５月の重傷者数が顕著に減少したこともあり、13.3％減と大幅マイナスとなり、過去 5 年
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平均と比べて 22.8％減となった。6-2）実際に、2015 年から 2019 年は交通事故件数が前年

比で３万から５万件の減少に対し 2020 年は８万件の減少となっている。このため 2020 年

度の自動運転（運転支援）システムの普及率による交通事故の低減効果の妥当性に関して

は、更新された統計情報に基づき交通量を設定し、再度シミュレーションを実行し、検証

することが必要になると考える。このように、交通量の変化の推定が課題となっている。  

 また、基準となる交通量推定の精度を向上する方法として、国土交通省発行の「一般交

通量調査実施要領交通量調査 一般交通量調査実施要綱  交通量調査編」の利用が考えら

れる。図 6.2-1 の様式 3-2 に示すように歩行者、自転車、動力付き二輪車の交通量と自動

車類としては、乗用、小型貨物、バス、普通貨物まで分類して交通量を集計するようにな

っている。このため様式 3-2 情報を集計している地点の道路交通センサス情報を活用し、

より実態に近いシミュレーションを行うことができると考える。  

 なお、本シミュレーションにより推計された交通事故件数と実際の交通事故発生件数と

の隔たりの主な要因として、他に、自動運転（運転支援）システムの普及率が実態とあっ

ていないケースやシミュレーションで設定されている自動運転（運転支援）システムの性

能と実際の車両搭載システムの性能に差が有るケースなどが考えられる。  
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図 6.2-1 道路交通センサスの詳細交通量調査票 

 

 今回、使用した、モデル都市（所沢市・常総市・山ノ内町）における「一般交通量調査

実施要領交通量調査 一般交通量調査実施要綱  交通量調査編」の情報に対して、道路交

通センサスの詳細交通量調査票にて調査された情報が公開されていないか調べたところ、

埼玉県は平成 27 年度 全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査報告書の情報を公

開しているが、歩行者、自転車、二輪車類の情報は未記入であった。茨城県は公開情報が

無かった。長野県は平成 27 年度 全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査報告書 
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長野建設部として公開しており、今回使用した道路交通センサスの観測地点情報も公開さ

れていた。（図 6.2-2 参照）  

 すべての道路交通センサス観測地点で歩行者、自転車、二輪車類の情報が公開されてい

るわけではないが、図 6.2-2 のとおりいくつかの観測地点における実測値を入手すること

が出来た。この値と二輪車の車両保有台数からの推定値と比較することにより、推定値の

妥当性を検証することができる。なお、乗用、小型貨物、バス、普通貨物の分類ごとの車

両保有台数については、国土交通省に対して情報開示請求を行い入手することで、利用可

能となる。  

歩行者 自転車 二輪車類 小型車 大型車
自動車保有台数から計算

された二輪車台数

山ノ内町平穏7148 1 0 71 1220 77 48

山ノ内町戸狩 - - - 6014 632 247

山ノ内町夜間瀬 10 1 67 5882 298 227

湯田中停車場線 - - - 969 52 38

山ノ内町佐野 29 0 25 427 14 16

角間中野線 - - - 1716 106 68

山ノ内町平穏4690 20 4 54 2130 57 82

平成27年度　全国道路・街路交通情勢調査　一般交通量調査報告書　長野県建設部

道路種別　一般県道　平日交通量等
 

図 6.2-2 長野県 道路交通センサス 詳細情報 

 

6.3 交通規制情報の変化による交通事故発生状況の変化  

 

 本年度、モデル都市（常総市）において、規制情報を変化（規制速度を 60[km/h]から

50[km/h]に下げる）させシミュレーションを実行した。手動運転の場合は道路に設定して

ある実勢速度とドライバ属性により走行速度を決定し走行するが、自動運転車は道路に設

定されている規制速度を上限として走行する。自動運転レベル４の車両が全車両の 40[%]

程度走行している状況において、規制速度を遵守する自動運転車両が幹線道路を 50[km/h]

を上限として走行する場合に周辺の車両に影響を及ぼさないかをシミュレーションで確認

したが、モデル都市（常総市）においては、全体交通量に変化を生じさせるまでには至ら

ず、渋滞等も発生しなかった。  

 なお、本シミュレーションにおいては、交通事故の発生に関しては、追突事故が増加し

た。これは５章にて述べたように、交通流全体として移動速度が低下し、信号などでの車

両の滞留時間が増加することによって、エラー状態の後続車両が追突事故を発生する頻度

が増えるためと考える。 

 

 制限速度を変更しても、シミュレーションで定義してあるエラー確率、「後続車が制動動

作を行わない確率」は変わらないため、「先行車が後続車よりも低速になる確率」が大きく
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なったことが、追突事故が増えたことに繋がっていると考えられる。  

これは、規制速度のみを変えるのではなく地域交通流全体を俯瞰し規制速度変更に合わ

せて信号制御も変更することにより円滑な交通を作ることで事故が低減できることを示唆

するものと考える。  

 

6.4 ドライバモデルに関する考察  

 

 今回のシミュレーションでは行動モデルに関して全ての車両区分で同一のモデルを使用

している。  

 二輪車において顕著に、現状の正面衝突や車線逸脱の事故件数に対して、シミュレーシ

ョンでの事故発生件数が ITARDA の事故統計情報と比較して少なくなる結果が出たが、

これは、５章の交通事故の車両区分別構成率の箇所でも述べたとおり、二輪車が小さい四

輪車と同様の車両モデルになっており、シミュレーションにおいて二輪車であっても四輪

車と同様の復帰行動がとられているためと考えられる。現状をより正確に再現するために

は、二輪車の場合、ドライバがエラー状態（脇見や前方不確認など）となった時に、事故

が生じる確率を上げるなどする必要がある。このためには、シミュレーションのメインア

ルゴリズムを変更する必要がある。  

 また、本シミュレーションにおいては、一般ドライバの行動特性調査に基づきドライバ

モデルを構築し、現状の車両区分におけるドライバの行動モデルは同一のものを使用した

が、車両区分を詳細化するにあたっては車両区分ごとにドライバの行動特性を調査し、車

両区分ごとの行動モデルを用意すべきである。  

 今回のシミュレーションでは対象外としたが、自転車の行動モデルについても検討する

必要が有る。近年、自転車による交通事故の発生が問題となってきており自転車保険の義

務化も進んできている。しかしながら国内における自転車の行動モデル研究は進んでいな

いのが現状である。  

 

6.5 その他 

 

 自動運転（運転支援）システムの進化をどう考えるかも課題となる。現状では同一レベ

ルのシステムの性能は常に一定としているが、同一レベルのシステムであっても車両が持

つセンサのセンシング距離やセンシング角度等、システムの性能が改良されていくものと

考えられるため、シミュレーションにおいても、同一レベルでも性能が異なる車両を用意

する必要が出てくると考える。  

また、ODD 領域の設定に関して、今後は車両メーカが自社の車両性能を考慮して車両

ごとに ODD 領域を設定するものと考えられ、シミュレーションにおいても、性能の向上

に伴う ODD 領域を設定領域の変更を踏まえる必要が出てくると考える。  
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第 7 章 まとめ 

 

 本事業では、（１）から（４）の手順に従い、シミュレーションの選定、地図データ

の詳細化、実行条件の設定を行い、2015 年から 2050 年の交通事故発生件数を推計した。  

 

（1）交通シミュレーションの選定 

 自動運転システム導入時の事故削減効果を算出するためには、交通流再現型のシミュレ

ーションで、各交通参加者が、それぞれ知覚・認知、判断、操作の一連の行動を自律的に

実施する主体（エージェント）となり、相互の行動に影響し合うマルチエージェント機能

を有するものが必要である。このため、これらの機能を有する SIP 第１期事業にて開発し

たシミュレーションを選定した。 

 

 選定したシミュレーションで使用する交通参加者のモデルは以下のようにした。 

1）ドライバ行動モデルは、SIP 第 1 期事業のモデルを使用する。 

 

2）歩行者行動モデルは、SIP 第 1 期事業のモデル（通常歩行者パスを歩行し、飛び出

しが指定されている歩行者に対してはある一定確率で（以下、「飛び出し確率」とい

う）単路横断を行うモデル）に新たに交差点横断を追加した。 

 

3）自転車行動モデルに関しては、既存の調査結果を踏まえ自転車の走行速度を設定

し、交差点での出会い頭、右直事故、左折事故を再現できるようにした。 

 

（2）シミュレーションデータ及び地図データの作成 

精度の良い交通事故削減効果を推計するためには、現実の交通環境を忠実に再現させ

ることが重要である。このため SIP 第 1 期事業のシミュレーションデータ及び地図データ

に関して 1）～6）に示す情報を追加した。 

 

1）2019 年度事業では、別施策「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関す

る研究」より提供される普及シナリオに合致した車種の車両の物理モデルを定義し

た。 

 

2）自動運転（運転支援）システム機能仕様に関しては、SIP 第１期事業にて設定した

パラメータを使用した。レベル３自動運転車両の権限移譲時の仕様に関しては、す

でに実用化されているレベル２運転支援車両のドライバに対する調査・研究の実施

状況等を参考に設定した。 

 

3）シミュレーションで再現する対象地域に関しては、SIP 第１期事業で選定したモデ

ル地域（大都市：埼玉県所沢市、地方都市：茨城県常総市、過疎地：長野県山ノ内

町）と同一とした。 
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4）警察庁から提供された対象地域の信号現示情報（歩行者信号情報を含む）及び交通

規制情報の測地系変換（座標変換）を行い、地図データに設定した。 

 

5）各モデル地域の県警が公開している事故発生状況及び発生地点を踏まえて地図上に

歩行者、自転車の走行経路を設定した。また、自転車及び歩行者の交通量の設定に

必要な基礎データを取得するために、当該現地で交通量調査を行い、その集計結果

を地図データに設定した。 

 

6）シミュレーションを実行するにあたり、自動運転車両は規制速度以下の速度で走行

するようにしたが、ドライバ車両は実勢速度にもとづいて走行するために、地図の

車線情報に規制情報と実勢速度の２つの速度情報を設定した。 

 

注：OD とは、O は起点（Origin）、D は終点（Destination）を表し、交通参加者(車両、

歩行者、自転車など）のシミュレーション上への出場退場地点を指す。 

 

（3）シミュレーション実行条件の算出 

 交通事故削減効果を推計するためには、基準となる現実の交通環境を忠実に再現させる

ことが重要である。このため、2020 年度に新たに入手した情報について１）～３）に実

行条件の算出方法を示す。 

 

1）実際の車両区分に即した観測地点での交通量の算出 

 2020 年度は、OD 調査と自動車保有台数調査をもとに、車両区分ごとに細分化し

た。SIP 第１期においては道路交通センサスで定義されている普通車と大型車の２

区分であったが、2020 年度においては OD 調査における車両区分と自動車保有台数

調査における車両区分より、第１当事者を 10 区分に分けて道路交通センサスの交

通量を按分した。 

 

2）ITARDA より入手した交通事故統計 

 データを１）で定義した車両区分ごとに以下の①～④の考え方に基づきシミュレ

ーションで使用する区分に変換し再集計を行った。 

① GVW で分けられている車両に関しては区分を一つにまとめた。 

②大型特種車両の事故件数は普通貨物に合算した。 

③自転車に関しては、シミュレーションで第１当事者として扱うことが出来ない

ため除外した。ただし、第 2 当事者としては扱う。 

④入手したデータは 2015 年～2017 年度の３か年であるため各セルの値を３分の１

にし、小数点以下切り捨てとした。 

 

3）自動運転（運転支援）システムの普及率は、別施策「自動運転による交通事故低減

等へのインパクトに関する研究」より提供される、普及シナリオに基づき算出し

た。ただし、今回提供いただいた普及シナリオにおいては SAE レベル５の普及に関
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しては現時点では予測困難なため 2050 年度まで普及率０[%]と仮定した。 

 

（4）シミュレーション結果の確認 

 交通事故削減効果推計のシミュレーションにおいては以下の１）～５）のプロセスを踏

まえ結果の妥当性を確認し交通事故の低減効果を推計した。 

 

1）現実的な交通流の再現：シミュレーションにおいて算出した、モデル都市（埼玉

県：所沢市、茨木県：常総市、長野県：山ノ内町）の道路交通センサス観測地点で

の車両区分ごとの交通量が現実的な交通流を再現していることを確認した。 

 

2）現実的な事故発生状況の再現：ITARDA から入手した交通事故統計と各モデル都市

で公開されている交通事故発生地点のデータとシミュレーションで発生した交通事

故の結果を比較し、モデル都市における交通事故発生比率とシミュレーションでの

交通事故発生比率およびモデル都市における事故発生地点とシミュレーションでの

交通事故発生地点を対比して妥当であることを確認した。 

 

3）自動運転（運転支援）システムによる交通事故削減状況の算出：モデル都市ごと

に、別施策「自動運転による交通事故低減等へのインパクトに関する研究」より提

供される、普及シナリオに基づき算出された普及率を用いてシミュレーションを実

行しモデル都市ごとの交通事故削減係数を算出した。 

 

4）モデル地域の事故発生状況の推計：モデル都市ごとの交通事故削減係数がモデル都

市を含むモデル地域（大都市、地方都市、過疎地）すべてに適合するとしてモデル

地域単位の交通事故発生状況を推計した。 

 

5）全国規模推計：３つのモデル地域の交通事故発生状況を積算することによって全国

規模の交通事故発生状況を推計した。 

 

（5）総括 

交通事故削減効果推計のシミュレーションにおいては、シミュレーションの妥当性を

確認できる各基礎データを用意することにより自動運転（運転支援）システムの交通事故

削減効果を推計することができ、政府施策等の影響による交通環境の変化を反映すること

も可能である。  
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